
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被験者において拍動が存在する部位近傍の脈圧を所定領域にわたって検出する脈波検出
手段と、温度を検出する温度検出手段であって前記脈波検出手段に隣接して設けられる温
度検出手段とを各々備える複数の組のそれぞれを、前記脈圧の検出される動脈血管の延伸
方向に対して略直角に配列したものと、
　前記複数の組の各々に含まれる前記脈派検出手段の各々により検出された脈圧のうち、
最も大きな脈圧を検出した前記脈派検出手段と同じ組に含まれる前記体温特定手段により
検出された温度を、体温として特定する体温特定手段と
　を具備することを特徴とする体温測定装置。
【請求項２】
　前記体温特定手段により特定された体温を、一定時間毎に記憶する第１の記憶手段を備
える
　ことを特徴とする請求項１に記載の体温測定装置。
【請求項３】
　前記第１の記憶手段に記憶された体温に基づき、その時間的推移を告知する第１の告知
手段を備える
　ことを特徴とする請求項２に記載の体温測定装置。
【請求項４】
　前記第１の記憶手段に記憶された体温を外部機器に送信する送信手段を備える
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　ことを特徴とする請求項２に記載の体温測定装置。
【請求項５】
　前記脈波検出手段が脈圧を検出しているか否かを判別する拍動弁別手段と、
　前記拍動弁別手段による判別結果を告知する第２の告知手段と
　を備えることを特徴とする請求項１に記載の体温測定装置。
【請求項６】
　被験者の体動を検出する体動検出手段を備え、
　前記体温特定手段は、前記体動検出手段による検出結果に基づき当該生体の体動が所定
範囲にあると判別した場合に、体温を特定する
　ことを特徴とする請求項１に記載の体温測定装置。
【請求項７】
　前記体温特定手段によって特定された体温から、当該被験者の基礎代謝状態を特定する
基礎代謝状態特定手段と、
　当該被験者の生体情報を測定する生体情報測定手段と、
　前記基礎代謝状態特定手段により基礎代謝状態が特定された場合に、前記生体情報測定
手段によって測定された生体情報を、被験者の基礎代謝状態における生体情報として特定
する生体情報特定手段と
　を備えることを特徴とする請求項１に記載の体温測定装置。
【請求項８】
　前記基礎代謝状態特定部は、被験者の体温における極小点を基礎代謝状態として特定す
る
　ことを特徴とする請求項７に記載の体温測定装置。
【請求項９】
　被験者の体動を検出する体動検出手段を備え、
　前記基礎代謝状態特定手段は、前記体動検出手段による検出結果に基づいて当該生体の
体動が所定範囲内にあると判断される場合に、基礎代謝状態を特定する
　ことを特徴とする請求項７に記載の体温測定装置。
【請求項１０】
　現在時刻を計時する計時手段を備え、
　前記基礎代謝状態特定手段は、前記計時手段により計時される時刻が予め設定された時
間内であると判断される場合に、基礎代謝状態を特定する
　ことを特徴とする請求項７に記載の体温測定装置。
【請求項１１】
　被験者の体動を検出する体動検出手段と、
　現在時刻を計時する計時手段とを備え、
　前記基礎代謝状態特定手段は、前記体動検出手段による検出結果に基づいて当該生体の
体動が所定範囲内にあると判断される場合であって、かつ、前記計時手段により計時され
る時刻が予め設定された時間内であると判断される場合に、基礎代謝状態を特定する
　ことを特徴とする請求項７に記載の体温測定装置。
【請求項１２】
　被験者近傍の環境温度を検出する環境温度検出手段と、
　前記生体情報測定手段により測定された生体情報を、前記環境温度検出手段により検出
された環境温度で補正する補正手段と
　を備えることを特徴とする請求項７に記載の体温測定装置。
【請求項１３】
　前記生体情報特定手段により特定された生体情報を、その都度記憶する第２の記憶手段
を備える
　ことを特徴とする請求項７または１２に記載の体温測定装置。
【請求項１４】
　前記第２の記憶手段により記憶結果に基づいて、当該生体情報の変動を告知する第３の
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告知手段を備える
　ことを特徴とする請求項１３に記載の体温測定装置。
【請求項１５】
　前記第３の告知手段は、前記生体情報測定手段によって測定された生体情報と、前記第
２の記憶手段に記憶された当該生体情報との偏差に応じた告知も行なう
　ことを特徴とする請求項１４に記載の体温測定装置。
【請求項１６】
　前記第２の記憶手段に記憶された生体情報を外部機器に送信する送信手段を備える
　ことを特徴とする請求項１３に記載の体温測定装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、被験者が消費したカロリーを、安静時／活動時を問わず、さらに被験者の日
内変動や年内変動、環境温度などの影響を受けないで、正確に測定して、健康管理に役立
たせることが可能な消費カロリー測定装置に用いて好適であって、被験者の深部体温に可
能な限り近い体温を連続的に測定して、健康管理に役立たせること可能な体温測定装置に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　運動時や日常作業などにおける消費カロリーは、飽食の時代といわれる現代にあって健
康管理の重要な指標の一つとして認識されている。したがって、こうした消費カロリーを
求めることは、大いに意義があるものと言える。ここで、一日の標準的な総消費カロリー
量は、最低は１才の乳児の１０００［ kcal］程度から、最高は１７才の３８００［ kcal］
程度まで、というようにかなりの幅がある。
　一方、消費カロリーの測定精度としては、最低値の５％程度は必要であると見込まれる
ことから、５０［ kcal］程度の測定誤差に収まるという要件を満たさねばならないと言え
る。
　こうした生体の消費カロリーを計測する装置としては、従来より、例えば、特開平８－
５２１１９号公報に記載された消費カロリー計などがある。この消費カロリー計では、予
め被験者の性別、年齢、身長、体重、体脂肪率等の各定数と、単位体表面積当たりの基礎
代謝基準値のテーブルとが記憶されるとともに、安静時および運動時における消費カロリ
ーの演算式が用意される。そして、消費カロリーを計る段階で、測定した脈拍数と上記の
各定数とを安静時、運動時に応じた演算式へ代入するとともに、上記基礎代謝基準値のテ
ーブルをも参照して消費カロリーを算出する構成となっている。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかしながら、上記公報記載の消費カロリー計には、次のような問題がある。
　第１に、この消費カロリー計には、測定した脈拍数と「脈拍数のしきい値（立位安静時
脈拍数）」とを比較して、適用する演算式を定める比較判別装置なる構成が設けられてい
る。ところが、脈拍数は、周知のように、精神性の原因やその他様々な要因によって、上
昇することがままある。したがって、こうした構成により、脈拍数のみによって、適用す
る演算式を定める構成とすると、精神性等の活動以外の要因による脈拍数の上昇であるの
か、被測定者が実際に活動したことによる脈拍数の上昇であるのか、といった違いを判別
することができない。このため、消費カロリーを誤って算出してしまう原因となる。
　第２に、近年、脈拍数を含めた様々な生体の状態が周期的に変動（日内変動、月内変動
、年内変動などと呼ばれる）していることがわかってきている。そのため、こうした脈拍
数の変動を考慮しつつ、消費カロリーを校正しなければ、正確な消費カロリーの計測は望
めない。しかるに、上述した消費カロリー計は、脈拍数が周期的に変動する点を何ら考慮
しておらず、正確な消費カロリーの測定を行なうことは難しい、といえる。
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　このように、従来のようなカロリー計を用いたのでは、上述したような約５０［ kcal］
という測定精度を確保することは到底できないものと考えられる。
【０００４】
　本発明は、上記の点に鑑みてなされたものであり、例えば安静／活動の各状態を正確に
把握するととともに、その肉体的・精神的影響や脈拍数の周期的変動をも考慮に入れるこ
とで、消費カロリーを精度良く算出することが可能な消費カロリー測定装置に用いて好適
であって、被験者の深部体温に可能な限り近い体温を連続的に測定する体温測定装置を提
供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記目的を達成するため、本発明は、被験者において拍動が存在する部位近傍の脈圧を
所定領域にわたって検出する脈波検出手段と、温度を検出する温度検出手段であって前記
脈波検出手段に隣接して設けられる温度検出手段とを各々備える複数の組のそれぞれを、
前記脈圧の検出される動脈血管の延伸方向に対して略直角に配列したものと、前記複数の
組の各々に含まれる前記脈派検出手段の各々により検出された脈圧のうち、最も大きな脈
圧を検出した前記脈派検出手段と同じ組に含まれる前記体温特定手段により検出された温
度を、体温として特定する体温特定手段とを具備することを特徴とする体温測定装置を提
供する。
　この体温測定装置によれば、拍動が存在する近傍部位の脈圧を所定範囲にわたって検出
し、当該範囲内で最も圧力の高い脈波が検出される部位の温度を体温として測定するので
、末梢部側で深部体温に可能な限り近い体温が安定して測定できるとともに、いったん測
定部位を決めてしまえば、被験者が意識することなしに連続的な測定が可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００６】
　以下、本発明による実施形態について説明する。
【０００７】
＜１：消費カロリー算出の理論的根拠＞
　まず、本実施形態の理論的根拠について説明する。一般に、拍数と酸素摂取量とは、図
１０（ａ）における実線で示されるような曲線関係にある。
　ここで、酸素消費量と消費カロリーとの関係について述べると、文献「厚生年金病院年
報１９９０年第１７巻；２４時間連続心拍数記録装置による１日消費熱量計測の試み（第
４報告）」の２０６ページに記載されているように、酸素消費１リットルにつき４．８５
［ kcal］としても大きな誤差は生じない。このため、単位時間あたりの脈拍数［拍／分］
が判れば、同図に示す相関関係を参照することにより酸素消費量も判り、これに上記係数
値を乗じれば、その単位時間当たりの消費カロリーを算出することができる。すなわち、
同図に示す相関関係は、実質的に、拍数と消費カロリーとの関係を示すものである。
【０００８】
　次に、図１０（ａ）に示す相関関係について、予め被験者毎に測定して求めておく。求
めた相関関係については、例えばテーブル化して記憶する構成としても良いが、脈拍数が
低い領域での酸素消費量の変化が小さい一方、脈拍数が高い領域での酸素消費量の変化が
大きい点に着目して、上記関係を「安静時」と「活動時」とに分割し、それぞれの関係を
近似した直線回帰式によって示す構成としても良い。
　ここで、被験者についての相関関係を求める方法としては、文献「弘前医学４０巻１号
６０－６９；心拍数によるエネルギー消費量の推定に関する研究」に記載された手法を用
いることができる。すなわち、酸素摂取量に関しては、睡眠中等の基礎代謝時については
、 Douglas bag法により常法に従って測定することとし、安静時および運動負荷時につい
ては、市販の呼気分析装置などを用いて測定する。また、運動負荷時の測定についての運
動負荷方法としては、被験者の脈拍数と酸素摂取量とが一定になるのを待って、トレッド
ミル等により漸増的運動負荷をかけるようにすれば良い。
　このようにして、被験者に対応する拍数と消費カロリーとの相関関係を予め求めておく
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。特に、「安静時」と「活動時」との直線回帰式を用いる場合には、各回帰式の情報（回
帰直線の傾きや縦軸の切片など）も予め求めておく。
【０００９】
　なお、曲線関係にある相関関係は、その回帰式が複雑になる、あるいは、テーブル化す
るにしても、その記憶容量を多く必要とする、といった欠点が考えられるので、本実施形
態にあっては、「安静時」と「活動時」との直線回帰式を用いる構成とするが、本発明に
おいては、これに限られず、曲線関係にある相関関係を用いても構わない。
【００１０】
　ところで、周知のように脈拍数は精神性の原因やその他様々な要因によって高まること
がままある。したがって、単純に、検出した脈拍数に応じて適用すべき回帰式を選択する
構成にすると、精神性等の活動以外の要因による脈拍数の増加であるのか、被測定者が活
動したことによる脈拍数の増加であるのかの相違を判別することはできず、消費カロリー
を誤って算出してしまう原因となる。
　そこで、本実施形態にあっては、原則的に、被験者が安静状態にあれば「安静時」の回
帰式を適用する一方、被験者が活動状態にあれば「活動時」の回帰式を適用することとし
た。ただし、被験者が安静状態にあっても、脈拍数が高く、かつ、体温が高い場合、被験
者は活動停止直後の状態あるいは身体異常の状態にあると考えられる。このため、本実施
形態にあっては、例外的に、被験者が安静状態であっても、脈拍数が高く、かつ、体温が
高ければ、「活動時」の回帰式を適用することとした。
　このように、被験者の安静／活動の各状態に応じて回帰式を選択し、その回帰式に脈拍
数を適用することにより、単位時間あたりの消費カロリーを精度良く算出することができ
る。
【００１１】
　一方、体温や脈拍数などの生態状態は、１日周期で変動するのみならず、より長い周期
（例えば１ヶ月や１年）で変動することが知られている。両変動を対比すると、１日周期
の変動（以後、「日内変動」という）は基準値から出発して基準値に戻る変動であり、１
ヶ月や１年周期の変動（以後、「月内変動」または「年内変動」という）は基準値自体の
経日変動ということができる。
【００１２】
　ここで、生態状態の年内変動の一例として、直腸温（体温）の年内変動について述べる
と、図１１（ａ）～（ｄ）は、複数の被測定者について直腸温の一日における変動を示す
グラフであり、それぞれ、春、夏、秋、冬における測定結果を示している。これらの図か
ら明らかなように、ヒトの直腸温（体温）ならびにその基準値は一年を通じて変動する。
脈拍数についても同様であり、その基準値も一年を通じて変動すると考えられる。
【００１３】
　ところが、図１０（ａ）において、被験者の基礎代謝状態での脈拍数は、相関関係を求
めるにあたっての値、すなわち、ある特定時期に限っての値である。このため、この値を
常に相関関係の基礎とするのは、このような月内変動や年内変動を考慮しないことになり
、消費カロリーの算出にあたって誤差の原因となり得る。
　そこで、本実施形態にあっては、被験者の深部体温を継続的に測定して基礎代謝状態を
特定し、その脈波数を求めて、相関関係を月内変動や年内変動に合わせて校正する構成と
した。すなわち、本実施形態にあっては、各直線回帰式の情報を月内変動や年内変動に合
わせて校正する構成とした。
　このように構成して、脈拍数の周期的変動をも考慮に入れることで、さらに、消費カロ
リーを精度良く算出することが可能となる。
【００１４】
＜２：実施形態＞
　以上の理論的根拠を踏まえた上で、本発明の実施形態にかかる消費カロリー測定装置に
ついて説明する。
【００１５】
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＜２－１：機能構成＞
　まず、本実施形態にかかる消費カロリー測定装置の機能構成について説明する。図１は
、その機能構成を示すブロック図である。
　この図において、体動検出部１０１は、被験者の運動における体の動きを検出するセン
サであり、例えば、加速度センサなどから構成される。Ａ／Ｄ変換部１０２は、体動検出
部１０１による体動信号をディジタル信号に変換するものであり、ＦＦＴ処理部１０３は
、ディジタル信号に変換された体動信号を所定期間取り込んで、ＦＦＴ（高速フーリエ変
換）処理を実行するものである。体動判別部１０４は、このＦＦＴ処理結果に基づいて被
験者が安静状態にあるか、活動（運動）状態にあるかを判別するものである。この判別方
法としては、例えば、ＦＦＴ処理の結果において、周波数成分の最も高い振幅レベルがし
きい値よりも超えているか否かを判定して、判定結果が否定的であれば安静状態にあると
判別する一方、肯定的であれば活動状態にあると判別する方法などがある。
【００１６】
　一方、脈波検出部１１１は、被験者の脈波を検出するセンサである。Ａ／Ｄ変換部１１
２は、脈波検出部１１１による脈波信号をディジタル信号に変換するものであり、ＦＦＴ
処理部１１３は、ディジタル信号に変換された脈波信号を所定期間取り込んでＦＦＴ処理
を実行するものである。拍数演算部１１４は、ＦＦＴ処理された脈波信号から拍数を求め
るものである。なお、拍数演算部１１４は、後述するように、取り込まれた脈波波形のピ
ーク間隔を求めて、その逆数を拍数として算出することもできる。また、本来的に必要な
のは心拍数、すなわち、単位時間あたりにおける心臓の拍数であるが、心拍数イコール脈
拍数なので、脈拍数を求める構成でも構わない。したがって、心電を検出して心拍数を直
接求める構成としても良い。なお、脈拍数と心拍数とは、医学的に言えば区別されるべき
ものであるが、本発明においてその意味内容を区別する理由がないので、以下、両者を含
めて「拍数」と表記する。
【００１７】
　次に、体温検出部１２１は、後述する原理・構成によって被験者の深部体温（に十分近
い体温）を測定するものであり、温度計測値に対応するアナログ信号を体温信号として出
力する。体温検出部１２１による体温信号は、Ａ／Ｄ変換部１２２によりディジタル信号
に変換されて出力される。
　なお、深部体温は、被験者の基礎代謝状態を特定するには有効であるが、外気温や体表
面からの発汗などの影響によって、被験者の一般的体温（口内、脇下など）と差が生じる
場合がある。本実施形態にあっては、消費カロリーの算出の際に拍数のほか、体動や体温
をも考慮して適用する回帰式を選択する構成となっているが、この場合の体温は一般的体
温である。したがって、体温検出部１２１によって検出される深部体温を一般的体温とし
て用いる場合には、何らかの補正を行なう必要がある。ここで、かかる補正には、例えば
、深部体温と一般的体温との関係を予めテーブルとして予め求めてＲＡＭ２０３に記憶し
ておき、検出された深部体温を一般的体温に変換して用いることなどが考えられる。
【００１８】
　次に、基礎代謝状態特定部１３１は、ＦＦＴ処理された脈波信号から後述する方法によ
って被験者の基礎代謝状態を特定して、その状態の拍数を出力するものである。
　さて、被験者情報記憶部１４１は、後述するスイッチＳｗ１、Ｓｗ２や、外部機器によ
って設定された被験者の体重、身長、性別および年齢を記憶するものである。
　基礎代謝量演算部１４２は、図１２に示すテーブル（厚生省発表の昭和４４年算定時の
体表面積当たり基礎代謝基準値）を記憶するとともに、次の演算を実行して被験者の基礎
代謝量を求めるものである。
【００１９】
　すなわち、第１に、基礎代謝量演算部１４２は、被験者情報記憶部１４１に記憶された
被験者の体重Ｗ［ kg］および身長Ｈ［ cm］から、被験者の体表面積ＢＳＡ［ m２ ］につい
て、次式を用いて求める。
　　体表面積ＢＳＡ＝体重Ｗ０ ． ４ ２ ５ ×身長Ｈ０ ． ７ ２ ×７．１８４×１０－ ３
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【００２０】
　ここで、体表面積ＢＳＡの一例を示すと、日本人男性２４才の平均は１．６５［ m２ ］
であり、日本人女性２４才の平均は１．４４［ m２ ］である。
　第２に、基礎代謝量演算部１４２は、被験者情報記憶部１４１において記憶された被験
者の性別および年齢に対応する基礎代謝基準値について、上記テーブルを参照して求める
。例えば、２４才の女性であれば、その基礎代謝基準値は３４．３［ kcal/m２ /時］とし
て求められる。
　第３に、基礎代謝量演算部１４２は、被験者の基礎代謝量を次式にしたがって算出する
。
　　基礎代謝量［ kcal/時］＝体表面積ＢＳＡ×基礎代謝基準値
【００２１】
　説明を再び図１に戻す。相関関係記憶部１５１は、被験者について求めた拍数と消費カ
ロリーとの相関関係を記憶し、その情報を出力するものであり、本実施形態にあっては、
安静時および活動時の各回帰式（図１０（ａ）参照）の情報を記憶して、回帰式選択部１
５３により選択された回帰式の情報を出力するものである。ここで、相関関係記憶部１５
１に記憶される相関関係は、例えば、後述するスイッチＳｗ１、Ｓｗ２や、外部機器など
を介して入力される。
　相関関係校正部１５２は、基礎代謝状態特定部１３１により特定された被験者の基礎代
謝状態での拍数と、基礎代謝量演算部１４２により求められた被験者の基礎代謝量とから
、相関関係記憶部１５１に記憶された相関関係を校正するものである。
【００２２】
　具体的には、相関関係校正部１５２は、図１０（ｂ）に示すように、第１に、相関関係
記憶部１５１に記憶されている相関関係について、基礎代謝状態を示す校正前の基準点Ｐ
を、特定された被験者の基礎代謝状態での拍数と被験者の基礎代謝量とにより定まる基準
点Ｐ’へと平行移動させ、第２に、相関関係記憶部１５１に記憶された相関関係を平行移
動後の関係に書き換える。これにより、相関関係記憶部１５１に記憶された相関関係が、
被験者の月内変動や年内変動に合わせて校正されることになり、本実施形態にあっては、
各直線回帰式の情報が更新されることになる。
　なお、図１０（ｂ）は、ｘ方向のみの平行移動であるが、年齢、身長、体重が変化すれ
ば、当然に基礎代謝量も変化するので、その場合にはｙ方向にも平行移動して校正される
ことになる。
【００２３】
　一方、回帰式選択部１５３は、第１に、例えば体温としきい値とを比較して体温の高低
を判別し、また、第２に、拍数としきい値とを比較して拍数の高低を判別し、第３に、こ
れらの高低と体動の有無との組み合わせにおいて、適用すべき回帰式を選択するものであ
る。具体的には、回帰式選択部１５３は、下記の（１）および（２）の場合においては活
動時の回帰式を選択する一方、（３）および（４）の場合には、安静時の回帰式を選択す
る。
　　　　体動有　　　　　　　　　……（１）
　　　　体動無、拍数高、体温高　……（２）
　　　　体動無、拍数高、体温低　……（３）
　　　　体動無、拍数低　　　　　……（４）
　なお、この場合の体温は、上述した一般的体温である。
【００２４】
　また、（２）の場合において、例外的に「活動時」の回帰式を適用することとしたのは
、被験者が活動停止直後の状態あるいは身体異常の状態にあると考えられるためである。
また、（３）の場合において、被験者の拍数が高くても、体動がなく、かつ、体温も低け
れば、それは精神的影響と考えられるから、本実施形態にあっては、「安静時」の回帰式
を適用することとした。このため、本実施形態にあっては、単に、拍数の高低のみにより
適用する回帰式を選択する上記従来技術と比較して、より正確に、消費カロリーを算出す
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ることが可能となる。
　なお、本実施形態のように相関関係を「安静時」および「活動時」等に分ける場合には
、その回帰式を、被験者の状態に応じて選択する必要があるため、領域ＯＰ１の構成を設
けたが、曲線回帰式やテーブルなどを用いるのであれば、その構成は不要となる。
【００２５】
　次に、酸素摂取量演算部１６１は、拍数演算部１１４により得られた拍数を、相関関係
記憶部１５１に記憶された相関関係に適用して、実際に酸素摂取量を求めるものである。
本実施形態にあっては、回帰式選択部１５３により選択された回帰式が適用されて酸素摂
取量が求められる。消費カロリー算出部１６２は、求められた酸素摂取量に４．８５［ kc
al／ｌ］の係数を乗算して、当該単位時間あたりの消費カロリーを算出するものである。
　記憶部１６３は、算出された消費カロリーを順次記憶するものである。また、告知部１
６４は、算出された消費カロリーや、記憶部１６３の記憶内容などに基づいた告知を行な
うものである。
　また、制御部１７０は、各部の動作を制御するものである。
【００２６】
＜２－１－１：深部体温の測定原理＞
　ここで、本実施形態における体温測定の原理について述べる。本発明者らは、開口径５
ミリ程度の放射温度計を用いて、橈骨動脈部の周辺の温度分布を測定する実験を行なった
。その結果、橈骨動脈部の略直上における温度が、周辺部の温度に比べて１℃弱高くなっ
ており、平熱に近い体温が測定されることが判明した。そこで以下、本発明者らが実施し
た実験の詳細およびその結果について説明する。
【００２７】
　図１３は測定部位の外観を示した図である。温度の測定は、橈骨茎状突起から中枢側へ
１０ミリメートルだけ移動したところの橈骨動脈／尺骨動脈に直交する仮想線上で実施す
ることとした。そして、図１４に示すように、この線上において５ミリメートル間隔で測
定点を設けた。各測定点における温度の測定結果は同図に示されている通りであって、同
図（ａ）は腕が乾燥した状態での実験結果であり、同図（ｂ）は測定部位を一旦水で濡ら
した後に温度測定を行なった際の実験の結果である。これらの結果から明らかなように、
橈骨動脈上の温度と尺骨動脈上の温度とは何れも周辺部に比べて高く、より深部体温に近
い値となっている。しかも、動脈上の温度と周辺部との温度の差異は、水濡れ後の場合に
いっそう顕著に現れており、特に橈骨動脈上において測定される温度は、水濡れの影響を
ほとんど受けずに乾燥時のそれに略等しい値が得られている。
【００２８】
　以上の現象を医学的見地から説明すると、そもそも橈骨動脈などの動脈は血液という熱
源を搬送する経路になっていることから、このような動脈の直上部分における表皮の温度
は、その周辺部に比べて深部体温に十分近いものになっていると考えられる。くわえて、
橈骨動脈の直上部分では、心臓からの血液の拍出に伴って時間応答の速い拍動が観測され
る。したがって、拍動を発生している部分を探し出してその部分の温度を測ることで、深
部体温に十分近い体温を得ることができる。
【００２９】
　ここで、解剖学的な見地からすると、拍動の検出部位としては細小動脈を除く動脈（即
ち、大動脈、中動脈、小動脈の各動脈）の直上部であればどこであっても良い。例えば、
中動脈の部位としては上述した橈骨動脈が挙げられ、また、小動脈としては指の側胴部が
挙げられる。
　なお、これら各動脈についてより詳しく説明すると、心臓から人体の各部へ血液を分配
するとともに、人体の各部から血液を帰還させる肉体的名血管路を広域循環系と呼んでい
る。図１５は広域循環系の様子を説明した図である。これに対し、体液と組織の間の交換
に与る顕微鏡的な血管と、これに伴うリンパ毛細血管、および、これらを取り囲む間質な
いし実質組織を包含した循環単位を微少循環系と呼んでいる。微少循環系では、図１６に
示すように、動脈系の末端において、細小動脈が網状の毛細血管に分岐した後、これが再
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び集合して細小静脈となり、静脈へとつながる。
　以上のように、橈骨動脈部などの末梢部で体温を測定しても、常時水にさらされるとい
った特異な状況下でなく、普通に生活している限りは、水濡れ後などであってもかなりの
精度で深部体温に近い体温を測定できると言える。例えば、寝ている間にその人の体温の
変化を見るといった用途を想定すると、上述したような測定原理に従うことで何ら問題の
ない体温測定ができる。
【００３０】
　このような原理を前提として、本実施形態にあっては、被験者の深部体温に十分近い体
温を測定するため、後述するように、温度センサと圧力センサとを当該被験者の橈骨動脈
上近傍に設置し、その部位にて検出した温度を被験者の体温とする構成となっている。
　なお、従来において、深部体温を測定する場合、直腸、舌、脇の下などで温度測定を行
なわれていたが、装置自体も卓上型の機器で構成しているのが現状であり、これらの部位
での測定は一時点における測定しかできなかった。さらに、装置が一般に大型であるため
、常時携帯しながら継続的に体温を測定するようなことはできなかった。
　これに対し、本実施形態によれば、被験者の深部体温に十分近い体温を、比較的簡便に
測定することができる。このため、本実施形態において測定される被験者の深部体温に十
分近い体温は、消費カロリー算出に有用であることのみならず、それ自体、臨床医学の観
点において極めて重要な意義を有する。
　したがって、求めた深部体温それ自体、あるいは、処理を施したものを被験者や第三者
などに告知する構成も、当然に意義を有するものとなるが、この構成については後述する
こととする。
【００３１】
＜２－１－２：基礎代謝状態の特定＞
　次に、本実施形態における基礎代謝状態特定部１３１がいかにして被験者の基礎代謝状
態を特定するかについて述べる。
　まず、基礎代謝状態特定部１３１は、被験者の基礎代謝状態を特定するにあたって鎮静
期間を想定する。ここで、鎮静期間とは、生態の状態が一日のうちで最も基礎代謝に近い
状態となる期間であり、通常、覚醒時やレム睡眠時を除いた深い睡眠（深睡眠）時に現れ
る。したがって、本実施形態では、まず、深睡眠期間を特定している。覚醒時およびレム
睡眠時に比較して、深睡眠時では、体動の強度（加速度レベル）が明らかに小となる。し
たがって、体動信号に基づく加速度のレベルがしきい値以下となる期間を深睡眠期間とし
て特定することができる。
【００３２】
　しかし、通常、このような深睡眠期間は、求めようとする鎮静期間に比較して遥かに長
い期間となる。前述したように、生態の状態は一日を周期として常に変動しており、基準
値をとるのは僅かな期間においてのみである。したがって、鎮静期間を上記深睡眠期間程
度に長くとると、その期間における代表値は、基準値と乖離する虞がある。すなわち、上
記深睡眠期間を、さらに詳細に特定して鎮静期間を求めるべきである。そこで、本実施形
態では、体温の変動を監視して十分に短い鎮静期間を求めている。
【００３３】
　一般に、体温が日内変動を伴うこと、および、その変動曲線が基礎代謝状態にあっては
下降から上昇へ転ずることが知られている。そこで、本実施形態では、測定期間内の体温
の変動曲線を求め、この曲線の変曲点のうち、極小値をとる変曲点が深睡眠期間内にある
場合には、当該変曲点付近の所定時間を鎮静期間として特定している。体温の変動曲線は
所定時間間隔で入力した各体温と各入力時刻とで特定される各点にできるだけ適合した曲
線の方程式を公知の手法（例えば、最小２乗法）で求めることによって得られる。
【００３４】
　なお、深睡眠時間を考慮せずに、体温の変動曲線において極小値をとる変曲点付近の所
定時間をそのまま鎮静期間として特定するようにしても良い。ただし、被験者の生活リズ
ムや使用形態によっては、極小値をとる変曲点が深睡眠期間外の期間に現れることも考え
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られるので、本実施形態では、深睡眠期間と体温の変動曲線とを併用している。また、深
睡眠期間の判定の基準となるしきい値を十分に小とし、深睡眠期間を十分に短くする場合
には、深睡眠時間をそのまま鎮静期間とすることも可能である。
【００３５】
　また、このように特定された鎮静期間にて取得された生体情報について検討してみると
、当該生体情報は、当該生体の月内変動や年内変動などの基準となるべき値であり、上記
深部体温と同様に、消費カロリー算出に有用であることのみならず、それ自体、極めて重
要な意義を有する。
　したがって、鎮静期間にて取得された生体情報それ自体、あるいは、処理を施したもの
を被験者や第三者などに告知する構成も、当然に意義を有するものとなるが、この構成に
ついても後述することとする。
【００３６】
＜２－２：電気的構成＞
　次に、図１に示した機能構成を実現するための電気的構成について説明する。図２は、
その構成を示すブロック図である。
　この図において、ＣＰＵ２０１は、バスＢを介した各部の制御や、各種処理の実行、演
算などを、ＲＯＭ２０２に記憶された基本プログラムに基づいて行なうものであり、図１
におけるＦＦＴ処理部１０３、１１３、体動判別部１０４、拍数演算部１１４、基礎代謝
状態特定部１３１、基礎代謝量校正部１４２、相関関係校正部１５２、回帰式選択部１５
３、酸素摂取量演算部１６１、消費カロリー算出部１６２および制御部１７０に相当する
。
【００３７】
　ＲＡＭ（ランダムアクセスメモリ）２０３は、後述する各種センサの計測値や算出結果
を蓄積するほか、ＣＰＵ２０１が演算を行なう際の作業領域、さらに、目標値の記憶領域
としても用いられ、図１における被験者情報記憶部１４１、相関関係記憶部１５１および
記憶部１６３に相当する。
　スイッチインターフェイス２０４は、スイッチＳｗ１およびＳｗ２の操作状態を検出し
、その旨をＣＰＵ２０１に通知するものである。ここで、これらスイッチは腕時計などの
携帯機器に設けられており、スイッチＳｗ１は、消費カロリーの測定開始、測定終了を指
示するものである。また、スイッチＳｗ２は、各種機能（モード）の選択をするためのも
のである。
【００３８】
　表示部２０５は、スイッチＳｗ１、Ｓｗ２と同様、腕時計などの携帯機器に設けられ、
ＣＰＵ２０１の制御により各種の情報を表示するものであり、例えばＬＣＤ（液晶表示パ
ネル）などにより構成される。アラーム部２０６は、ＣＰＵ２０１の制御によりアラーム
音を発生して、被験者に各種の状態変化を告知するものである。これら表示部２０５およ
びアラーム部２０６が、図１における告知部１６４に相当している。また、Ｉ／Ｏインタ
ーフェイス２０７は、ＬＥＤおよびフォトトランジスタを有し、外部機器と情報の授受を
行なうためのものである。
【００３９】
　時計回路２０８は、予め設定された時間間隔毎にＣＰＵ２０１に対し割込信号を送出し
て各種の割込処理をさせる機能のほか、通常の計時機能を有するものである。このため、
ＣＰＵ２０１は、時計回路２０８から現在時刻を読み取ることができる。
　体動センサインターフェイス２０９は、体動検出部１０１による体動信号を所定の間隔
でサンプリングして、ディジタル信号に変換して出力するものであり、図１におけるＡ／
Ｄ変換部１０２に相当する。
【００４０】
　圧力センサＰｓ１～Ｐｓ６は、被験者の橈骨動脈部分の近傍における脈圧を計測するた
めのセンサであって、当該部分の脈圧に対応したアナログ量の電気信号を脈波信号として
出力するものであり、全体で図１における脈波検出部１１１に相当する。圧力センサイン
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ターフェイス２１０は、圧力センサＰｓ１～Ｐｓ６による各脈波信号を所定の間隔でサン
プリングして、ディジタル信号に変換して出力するものであり、図１におけるＡ／Ｄ変換
部１１２に相当する。
【００４１】
　温度センサＴｓ１～Ｔｓ６は、それぞれ圧力センサＰｓ１～Ｐｓ６に隣接して配置され
ており、いずれも橈骨動脈部近傍の表皮の温度を計測して、この温度計測値に対応したア
ナログ量の電気信号を体温信号として出力するものであり、全体で図１における体温検出
部１２１に相当する。温度センサインターフェイス２１１は、温度センサＴｓ１～Ｔｓ６
による各体温信号を所定の間隔でサンプリングして、ディジタル信号に変換して出力する
ものであり、図１におけるＡ／Ｄ変換部１２２に相当する。なお、温度センサとしては、
熱電対を用いたものなどが変換効率の面からは好ましいが、サーモパイル等の焦電効果素
子、サーミスタ、ダイオードやトランジスタなどの逆方向電流の温度特性を利用したもの
などであっても良い。
【００４２】
＜２－３：外観構成＞
　このように本実施形態は、圧力センサＰｓ１～Ｐｓ６および温度センサＴｓ１～Ｔｓ６
を組み合わせて用いる。そこで、以下、図３を参照して装置の外観について説明をする。
　同図（ａ）は、本実施形態にかかる消費カロリー測定装置の底面図であり、腕時計構造
を有する装置本体３００の側面には、上述したスイッチＳｗ１およびＳｗ２がそれぞれ設
けられている。また、圧力センサＰｓ１～Ｐｓ６および温度センサＴｓ１～Ｔｓ６は、そ
れぞれバンド３０１の長手方向に一列に並べられている。
【００４３】
　より詳細には、圧力センサＰｓｉ（ｉ＝１～６）と温度センサＴｓｉ（ｉ＝１～６）と
は、それぞれバンド３０１の幅方向に隣接して配置しており、これら圧力センサＰｓｉと
温度センサＴｓｉとは１つの組を形成している。そして、バンド３０１を被験者の手首に
巻回させることで、圧力センサＴｓ１～Ｔｓ６と温度センサＴｓ１～Ｔｓ６とが橈骨動脈
の走っている近傍の表皮に密着するようになる。
【００４４】
　なお、同図（ｂ）は、本実施形態にかかる消費カロリー測定装置の平面図であって、そ
の上面には、上述した表示部２０５が設けられている。また、装置本体３００には、この
他に、後述する外部機器と光通信を行なうために、送信部たるＬＥＤと、受信部たるフォ
トトランジスタとが設けられる（いずれも図示せず）。
【００４５】
＜２－４：温度センサおよび圧力センサの詳細構成＞
　ここで、温度センサおよび圧力センサの具体的な構造の一例について説明する。以下に
説明するセンサは、本発明者によって発明され、特願平６－１０１４４号公報（発明の名
称；圧力センサ、該センサを用いた圧力振動検出装置および脈波検出装置）に開示された
圧力センサを応用したものである。
【００４６】
　図４は、本発明に係る圧力センサおよび温度センサの構造を示しており、同図（ａ）は
圧力センサの部分断面の斜視図、同図（ｂ）は圧力センサの部分断面の斜視透視図である
。そして、同図に示すセンサは、例えば図２あるいは図３の圧力センサＰｓ１と温度セン
サＴｓ１とが組み合わされた１組に相当している。
【００４７】
　図４（ａ）および（ｂ）において、圧力センサ６０は、感圧素子Ｓ１ ～Ｓ４ と半球形状
の弾性ゴム６１から構成され、以下では、弾性ゴム６１の形状を理想的な半球面とする。
感圧素子Ｓ１ ～Ｓ４ の各々は、弾性ゴム６１の底面Ｌに設置され、検出圧力に比例した電
圧Ｖ１ ～Ｖ４ を検出信号としてそれぞれ出力する。これら感圧素子Ｓ１ ～Ｓ４ による検出
位置Ｑ１ ～Ｑ４ の座標（ｘ，ｙ）は、弾性ゴム６１の半径をｒ、底面Ｌの中心を原点（０
，０）とし、ｒ＞ａ＞０であるとすると、それぞれ　（ａ，０）、（０，ａ）、（－ａ，
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０）、（０，－ａ）となる。すなわち、感圧素子Ｓ１ ～Ｓ４ によって圧力を検出すべき座
標は、底面Ｌのｘ，ｙ軸上であって、原点から互いに等距離ａだけ離れている。
【００４８】
　一方、温度センサ６２は熱電対で構成されており、底面Ｌの中心部（すなわち、原点）
に配置され、熱電対の両導線に接続されたリード線８０、８０が図２の温度センサインタ
ーフェイス２１１に接続されている。図４（ａ）あるいは（ｂ）に示すように、温度セン
サ６２を感圧素子Ｓ１ ～Ｓ４ と同一平面内に配置すると、体温測定にあたって、動脈血管
上の組織における正確な温度計測が実現されることになる。また、温度センサ６２が底面
Ｌ上において占有する面積が、感圧素子Ｓ１ ～Ｓ４ の各々が底面Ｌ上で占める面積よりも
小さくなるように構成することが好ましい。そして、温度センサ６２の占有面積を小さく
すれば、それだけ熱電変換効率が高まることになる。
【００４９】
　次に、図５を参照して、各感圧素子と弾性ゴム６１との接合部について感圧素子Ｓ１ を
例にとって説明する。図に示すように、弾性ゴム６１の底面Ｌには、半導体基板６３が、
弾性を有する接着層６４により接着される。また、半導体基板６３には、検出位置Ｑ１ に
おける圧力を検出する感圧素子Ｓ１ が、検出位置において開口している中空室６５－ １ と
ともに形成されている。この感圧素子Ｓ１ は、ダイヤフラムとして用いる厚さ約数十μｍ
の薄肉部６６－ １ 、および、この薄肉部６６－ １ の表面に形成されたストレン・ゲージ６
７－ １ から構成される。
【００５０】
　ここで、感圧素子Ｓ１ は既知の半導体エッチング技術により形成され、特にストレン・
ゲージ６７－ １ は、不純物（例えばボロン）の選択拡散技術を用いて形成されるピエゾ抵
抗素子（ｐ型抵抗層）から成る。このようなストレン・ゲージ６７－ １ が歪むと、その歪
みに応じてその抵抗値が変化することとなる。
　同様に、感圧素子Ｓ２ ～Ｓ４ が半導体基板６３上に形成されており、検出位置Ｑ２ ～Ｑ

４ における圧力に比例してそれぞれの抵抗値が変化することとなる。
【００５１】
　かかる構成の圧力センサ６０において、弾性ゴム６１の半球面上にて圧力振動が生じる
と、この圧力振動が弾性ゴム６１内を弾性波として伝播して検出位置Ｑ１ にて微震動とな
り、中空室６５－ １ 内の圧力を変動させる。その際、ストレン・ゲージ６７－ １ は、中空
室６５－ １ の内圧と大気圧解放口６８－ １ を介した外圧との圧力差によって歪むため、そ
の抵抗値はこの圧力振動に応じて変化することになる。ここで、ストレン・ゲージ６７－

１ ～６７－ ４ の両端部には、外部回路に導くための図示しないアルミ電極が蒸着されてお
り、後述する回路によってそれぞれ抵抗／電圧変換されて、この電圧が検出位置Ｑ１ ～Ｑ

４ における圧力に比例した検出電圧Ｖ１ ～Ｖ４ として出力される。
【００５２】
　次に、感圧素子Ｓ１ ～Ｓ４ の電気的接続とそのバイアスとについて図６を参照して説明
する。なお、同図において、ストレン・ゲージ６７－ １ ～６７－ ４ はいずれも等価的に可
変抵抗器として示されている。この図に示すように、感圧素子Ｓ１ ～Ｓ４ に対応するスト
レン・ゲージ６７－ １ ～６７－ ４ の各々は、互いに直列接続されており、これらの両端に
それぞれ出力端子６９，…，６９が設けられている。そして、ストレン・ゲージ６７－ １

～６７－ ４ の直列両端がバイアス回路７０に接続される。
【００５３】
　このバイアス回路７０は、定電流回路７１と、定電流回路７１の出力信号をオン／オフ
するスイッチ７２と、制御信号Ｔがハイレベルの状態となったときにスイッチ７２をオン
させる切換回路７３とから構成される。そして、制御信号Ｔがハイレベルの状態において
、定電流回路７１の出力信号がストレン・ゲージ６７－ １ ～６７－ ４ に印加されるように
なっている。ここで、前述したように、ストレン・ゲージの抵抗値は歪みに応じて変化す
るので、各ストレン・ゲージ６７－ １ ～６７－ ４ に同一の定電流を流すと、各出力端子６
９，…，６９間の電圧Ｖ１ ～Ｖ４ は、それぞれ検出位置Ｑ１ ～Ｑ４ での各圧力に比例し、
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かつ、各圧力の大きさを相対的に示したものとなる。
【００５４】
　また、温度センサを弾性ゴム６１に設ける他の実現例として図７に示す形態が考えられ
る。この形態では温度センサ６２として熱電対アレイを採用しており、弾性ゴム６１には
円形の開口部８１が設けられ、併せて、温度センサ６２を通る鉛直線を中心軸とした円柱
状の導光路８２が穿たれている。これにより、弾性ゴム６１に対向する生体からの放射エ
ネルギーを温度センサ６２が受熱して温度計測がなされる。なお、円柱状の導光路８２の
直径は温度センサ６２の直径の約２倍としてある。また、図７の形態の変形例として、導
光路８２中にレンズ系などの集光用の光学手段を設けるように構成することが考えられる
。
【００５５】
　ここで、圧力センサ６０を用いた脈波測定の原理を説明する。なお、以下では対象とす
る動脈がほとんど皮膚表層を通ることを想定している。いま、図８に示すように、弾性ゴ
ム６１の半球面側が動脈７５の近傍を押圧したとする。すると、弾性ゴム６１の半球面上
の点Ｐｎ には、動脈７５から発生する圧力振動波（脈波）によって振動が発生する。ちな
みに、点Ｐｎ は振動の重心（中心）である。この振動は弾性ゴム６１を伝播して、感圧素
子Ｓ１ ～Ｓ４ によって脈波を示す電気信号（すなわち、電圧Ｖ１ ～Ｖ４ ）を有する検出信
号としてそれぞれ出力される。なお、図８において、符号７６は腕の皮膚下の組織である
。
【００５６】
　そして、図２に示す圧力センサインターフェイス２１０は、各圧力センサにつき、感圧
素子Ｓ１ ～Ｓ４ による検出電圧Ｖ１ ～Ｖ４ の各々をサンプリングして、Ａ／Ｄ（アナログ
／ディジタル）変換を行なって、変換された電圧をバスＢへ送出する。ここで、Ａ／Ｄ変
換がなされるのは電圧Ｖ１ ～Ｖ４ の４つについてではあるが、何れかの電圧だけをＡ／Ｄ
変換することとしても良い。また、ＣＰＵ２０１が、これらの電圧のうち最も大きいもの
を判別して、いずれか１つについて変換するようにしても良い。
【００５７】
＜２－５：外部機器＞
　次に、本実施形態にかかる消費カロリー測定装置ではないが、本装置と情報の授受を行
なう外部機器について図９を参照して概説する。この図のように、外部機器は、機器本体
６００や、ディスプレイ６０１、キーボード６０２、プリンタ６０３などから構成されて
おり、以下の点を除いて通常のパーソナルコンピュータと同じものである。
　すなわち、機器本体６００は、光信号によるデータを送受信するため、図示しない送信
制御部および受信制御部からなる光インターフェイスを内蔵しており、このうち、送信制
御部は、光信号を送信するためのＬＥＤ６０４を有する一方、受信制御部は、光信号を受
信するためのフォトトランジスタ６０５を有している。これらＬＥＤ６０４、フォトトラ
ンジスタ６０５には、消費カロリー測定装置の装置本体３００に設けられるＬＥＤおよび
フォトトランジスタの特性と同一もしくは近似しているものがそれぞれ用いられる。ここ
では、近赤外線タイプ（例えば中心波長が９４０ｎｍのもの）が望ましい。そして、近赤
外線タイプを用いる場合には、可視光を遮断するための可視光カット用のフィルタが、機
器本体６００の前面に設けられ、光通信用の通信窓６０６となっている。
【００５８】
　このような外部機器と、消費カロリー測定装置の装置本体３００とは、光通信により情
報の授受を互いに行なうようになっている。なお、その情報授受における内容については
、動作のところで説明する。
　また、本実施形態にあっては、通信機能を光通信で行なうこととしたが、こののほか、
電波による無線通信やケーブルを介した有線通信など種々の態様が考えられる。
【００５９】
＜２－６：動作＞
　次に、本実施形態にかかる消費カロリー測定装置の動作について説明する。
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　上述したように、装置本体３００は、腕時計の構造を有するため、消費カロリーの測定
にかかる機能のほか計時機能も有する。しかし、計時機能は、本発明に直接関係ないので
、以下の動作については、消費カロリーの測定にかかる機能を中心に説明することとする
。
【００６０】
　まず、被験者は、支障のない限り装置本体３００を装着しておくように心がけるものと
し、消費したカロリーを知る必要が生じた時点でスイッチＳｗ１を押下する。すると、Ｃ
ＰＵ２０１は、スイッチインターフェイス２０４を介して当該スイッチの押下を認識する
とともに、圧力センサインターフェイス２１０を介して、圧力センサＰｓ１～Ｐｓ６によ
る脈波信号を順次読み取ってＲＡＭ２０３に格納していく。
　この取り込み処理が完了すると、ＣＰＵ２０１は、計合６個の圧力計測値の中から最大
値を選択し、最大の脈圧が計測された圧力センサを特定する。そして、以後、この特定し
た圧力センサと、それの対となっている温度センサとを用いて計測するように設定する。
【００６１】
＜２－６－１：基礎代謝状態の特定＞
　次に、本実施形態における基礎代謝状態の特定動作について説明する。なお、以下の処
理においては、被験者の体重、身長、性別、年齢および相関関係（各直線回帰式の情報）
が、Ｓｗ１、Ｓｗ２（あるいは外部機器）によって、ＲＡＭ２０１に（すなわち被験者情
報記憶部１４１および相関関係記憶部１５１に）予めセットされた状態を前提とする。ま
た、この校正は、毎日、予めセットされた測定期間（すなわち、一般に被験者が基礎代謝
状態に近い状態になるであろう期間）に実行される。
【００６２】
　まず、ＣＰＵ２０１は、時計回路２０８による現在時刻が測定期間の開始時刻Ｓに至る
と、体動検出部１０１による体動信号を、体動センサインターフェイス２０９を介して継
続的に入力する。なお、本実施形態では、測定開始時刻Ｓおよび測定終了時刻Ｅの初期値
を、それぞれＲＯＭ２０２に予め記憶された時刻の２：００および６：００とするが、こ
れは、健常者においては、２：００から６：００までの間に活動代謝が最も下がる鎮静状
態があることが、体温、血圧、拍数等の日内変動として公知だからである。
【００６３】
　ＣＰＵ２０１は、測定期間において入力した体動信号に基づいて、被験者の加速度がし
きい値Ｔ以下になった時点と、当該時点以降において加速度が最初にしきい値Ｔを超えた
時点とを検出し、両時点で挟まれた期間を前述の深睡眠期間として特定する。
【００６４】
　次に、ＣＰＵ２０１は、特定した深睡眠期間において、体温検出部１２１による体温信
号を、温度センサインターフェイス２１１を介し所定の時間間隔毎に入力するとともに、
得られた体温を入力時刻に対応付けてＲＡＭ２０３に書き込む。これと平行して、ＣＰＵ
２０１は、特定した深睡眠期間において、脈波検出部１１１から脈波信号を、圧力センサ
インターフェイス２１０を介し所定の時間間隔毎に入力して拍数を求め、これを入力時刻
に対応付けてＲＡＭ２０３に書き込む。
　なお、入力時刻とＲＡＭ２０３のアドレスとを予め対応付け、入力時刻に対応したアド
レスに各種データを書き込むようにしても良いし、最初に測定されたデータ以外のデータ
を直前のデータからの差分として表現するようにしてもよい。このようにすることにより
、ＲＡＭ２０３に記憶されるデータ量を削減することが可能である。
【００６５】
　また、ＣＰＵ２０１は、深睡眠期間が十分な時間的長さに満たない場合、すなわち、深
睡眠期間が鎮静期間の長さに満たない場合には、当該深睡眠期間にＲＡＭ２０３に書き込
んだデータを消去し、上述した深睡眠期間の検出処理を継続する。
【００６６】
　次に、ＣＰＵ２０１は、時計回路２０８による現在時刻が測定期間の終了時刻Ｅに至る
と、第１に、ＲＡＭ２０３に記憶された体温からその変動曲線を求め、第２に、この曲線

10

20

30

40

50

(14) JP 3876889 B2 2007.2.7



の変曲点のうち、極小値をとる変曲点を求め、第３に、この変曲点が深睡眠期間内にある
場合に、当該変曲点の時刻（測定時刻）を中心にした所定時間を鎮静期間として特定し、
当該時刻に相当する拍数を基準値としてＲＡＭ２０３から読み出す。なお、この際、特定
された鎮静期間において得られた拍数の平均値を基準値としても良い。こうして、被験者
が基礎代謝状態（に近い状態）にある場合の拍数が求められる。
【００６７】
　そして、ＣＰＵ２０１は、上述した方法にしたがって、ＲＡＭ２０１に記憶された回帰
式の情報を、それぞれ基準値たる当該拍数と被験者の基礎代謝量とに基づき校正する（図
１０（ｂ）参照）。
　なお、十分な長さの深睡眠期間を特定できなかった場合や、極小値をとる変曲点が深睡
眠期間内にない場合、あるいは、極小値をとる変曲点が得られずに鎮静期間を特定できな
かった場合、ＣＰＵ２０１はその旨を表示部２０５に告知させる一方、回帰式情報の校正
を実行しないように構成するのが望ましい。
【００６８】
＜２－７－１：消費カロリ－の算出＞
　次に、消費カロリー測定装置による消費カロリーの算出の具体的動作について説明する
。この算出動作は、図１７に示す割込処理（１）を単位時間（一定時間、例えば、１分）
毎に実行することによって、行なわれる。かかる割込処理（１）は、時計回路２０８によ
る割込信号に基づいてＣＰＵ２０１が実行する。
　まず、ステップＳａ１においてＣＰＵ２０１は、脈波検出部１１１による脈波信号を、
圧力センサインターフェイス２１０を介し入力して、拍数を求める。
【００６９】
　次に、ステップＳａ２においてＣＰＵ２０１は、体動検出部１０１による体動信号を、
体動センサインターフェイス２０９を介して入力し、被験者における体動の有無を判別し
て、活動状態にあるか否かを判定する。
　ここで、被験者の安静状態にあれば、ＣＰＵ２０１はステップＳａ３において、先に求
めた拍数がしきい値以上であるか否かを判別する。そして、被験者の拍数がしきい値以上
であれば、ＣＰＵ２０１はステップＳａ４において、さらに、体温検出部１１１による体
温信号を、温度センサインターフェイス２１１を介して入力して、被験者における体温が
しきい値以上であるか否かを判別する。
【００７０】
　ここで、ステップＳａ２の判別結果が「Ｙｅｓ」であれば、上記（１）の場合であり、
ステップＳａ４の判別結果が「Ｙｅｓ」であれば、上記（２）の場合であるから、ＣＰＵ
２０１は、ステップＳａ５において、用いる回帰式として活動時のものを選択する。
　一方、ステップＳａ３の判別結果が「Ｎｏ」であれば、上記（４）の場合であり、ステ
ップＳａ４の判別結果が「Ｎｏ」であれば、上記（３）の場合であるから、ＣＰＵ２０１
は、ステップＳａ６において、用いる回帰式として安静時のものを選択する。
【００７１】
　次に、ステップＳａ７においてＣＰＵ２０１は、選択した回帰式に、先に求めた拍数を
代入して酸素摂取量を求め、これに、係数を乗じて、当該単位時間あたりの消費カロリー
を算出する。そして、ステップＳａ８においてＣＰＵ２０１は、算出した消費カロリーを
、表示部２０５に告知させるとともに、ＲＡＭ２０３に時系列的に格納する。
　したがって、このような割込処理（１）が実行されることにより、当該単位時間あたり
の消費カロリーが表示部２０５において単位時間毎に表示・更新されるとともに、ＲＡＭ
２０３には、当該単位時間毎の消費カロリーの値が時系列的に順次記憶されることとなる
。
【００７２】
＜２－７－２：消費カロリ－の時間的推移、目標値との比較＞
　次に、ＲＡＭ２０３に記憶された単位時間毎の消費カロリーの値について、所定期間毎
に処理する動作について説明する。ここで、所定期間とは、割込処理（１）の実行間隔と
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同じもしくはそれより長い期間であって、日常生活に根拠をおくものをいい、例えば、分
、時、日、週、月、年である。さらに、これらのなかから、スイッチＳｗ１あるいはＳｗ
２によって選択可能とする構成が望ましい。
　そして、この処理動作は、図１８に示す割込処理（２）を、所定期間毎に実行すること
によって、行なわれる。かかる割込処理（２）は、割込処理（１）と同様に、時計回路２
０８による割込信号に基づいてＣＰＵ２０１が実行する。
【００７３】
　まず、ステップＳｂ１においてＣＰＵ２０１は、この割込処理（２）を前回起動してか
ら、今回起動するまでにＲＡＭ２０３に記憶された消費カロリーの値をすべて読み出すと
ともに、これらの値をすべて積算する。すなわち、この割込処理（２）の実行間隔である
所定期間において、先に述べた割込処理（１）の実行により単位時間毎に求められた消費
カロリーの値がすべて積算されて、所定期間の消費カロリーが算出される。ここで、所定
期間として「時」が選択されていれば、１時間あたりの消費カロリーが算出されることに
なり、また、「日」が選択されていれば、１日あたりの消費カロリーが算出されることに
なる。
【００７４】
　次に、ＣＰＵ２０１は、ステップＳｂ２において、積算した消費カロリーを表示部２０
５に告知させ、ステップＳｂ３において、積算した消費カロリーの値をＲＡＭ２０３に時
系列的に格納する。ここで、ステップＳｂ２における告知には、例えば、消費カロリーの
数値の表示などあるが、後述するように種々の態様が、考えられる。
【００７５】
　そして、ＣＰＵ２０１は、ステップＳｂ４において、格納した消費カロリーの積算値を
例えば過去３０点分読み出し、ステップＳｂ５において、表示部２０５に対し、読み出し
た積算値をｙ軸に、記憶した時間をｘ軸にして順次プロットして、２次元表示を行なわせ
るように制御する。この場合における表示部２０５による表示の一例を図１９に示す。こ
の図に示すように、消費カロリーが所定期間毎にどのように推移しているかが判明するの
で、被験者にとっては、今後の運動などにおける指針として役立てることが可能となる。
なお、この図の例では、所定期間を「日」としている。
【００７６】
　次に、ステップＳｂ６においてＣＰＵ２０１は、所定期間における消費カロリーの目標
値がＲＡＭ２０３にセットされているか否かを判別する。この目標値は、例えば、スイッ
チＳｗ１、Ｓｗ２、あるいは、外部機器との通信によって、被験者や医師等の第三者がセ
ットするものである。
　この判別結果が「Ｎｏ」であれば、以下の処理を実行する必要がないので、ＣＰＵ２０
１は、今回の割込処理（２）を終了する。
　一方、この判別結果が「Ｙｅｓ」であれば、ＣＰＵ２０１は、ステップＳｂ７において
、今回のステップＳｂ１による積算値と当該目標値とを比較して、当該目標値に対する達
成率Ｇを次式によって算出する。
　　達成率Ｇ＝（積算値／目標値）×１００
【００７７】
　引き続き、ステップＳｂ８においてＣＰＵ２０１は、達成率Ｇの数値を表示部２０７に
表示させる。また、単なる数値表示のほか、図２０に示すような棒グラフや図２１に示す
ような円グラフでの表示も可能である。なお、これら棒グラフや円グラフでは、目標値が
▽マークで表示されるようになっており、現時点において積算された消費カロリーと目標
との関係が一目でわかるようになっている。なお、これら図２０および図２１に示す例に
おいても、所定期間を「日」としている。また、このほか、図２２に示すように、達成率
Ｇに応じたフェイスチャートを表示しても良い。
【００７８】
　そして、ＣＰＵ２０１は、この告知の後、次回の実行に備えるべく、今回の割込処理（
２）を終了する。
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　このような割込処理（２）が実行されることにより、当該所定期間における消費カロリ
ーの積算値が表示部２０５において所定期間毎に表示・更新されるとともに、その時間的
推移が表示され、さらに、目標値がセットされていれば、当該目標値に対する達成率Ｇ、
あるいは、それに対応するフェイスチャートも告知されることとなる。
　以上は割込処理（１）および（２）を組み合わせた結果であるが、同じような効果は、
次の割込処理（３）および（４）を組み合わせても奏することができる。
【００７９】
＜２－７－３：消費カロリ－の算出、目標値からの減算＞
　ここで、割込処理（３）は、単位時間毎に実行され、その都度、消費カロリーを算出す
る点において上記割込処理（１）と同様であるが、その消費カロリーを順次記憶するので
はなく、所定期間の目標値からその都度、減算していく点で上記割込処理（１）とは異な
る。したがって、この割込処理（３）をはじめて実行してから所定期間経過後に、その減
算結果をみれば、目標値に対する達成率Ｇを算出することができる。かかる算出について
は、所定期間毎の割込処理（４）の実行によって行なわれる。
【００８０】
　そこでまず、割込処理（３）について図２３を参照して説明する。はじめに、ステップ
Ｓｃ１においてＣＰＵ２０１は、所定期間における消費カロリーの目標値がＲＡＭ２０３
にセットされているか否かを判別する。この目標値は、上述したように、例えば、スイッ
チＳｗ１、Ｓｗ２、あるいは、外部機器との通信によって、被験者や医師等の第三者がセ
ットするものである。
【００８１】
　この判別結果が「Ｎｏ」であれば、以下の処理を実行する必要がないので、ＣＰＵ２０
１は、今回の割込処理（３）を直ちに終了する。
　一方、判別結果が「Ｙｅｓ」であれば、ＣＰＵ２０１は、ステップＳｃ２において、レ
ジスタｎの値がゼロであるか否かを判別する。ここで、レジスタｎは、割込処理（４）が
実行されると、ゼロにクリアされるものであって、割込処理（３）が実行される毎に「１
」だけインクリメントされるものである。したがって、レジスタｎの値がゼロであるとい
うことは、前回の割込処理（４）が実行されてからはじめて割込処理（３）が実行された
ことを示す。
　この判別結果が「Ｙｅｓ」であれば、ＣＰＵ２０１はステップＳｃ３において、レジス
タＴＥＭＰに目標値をセットする一方、「Ｎｏ」であれば、ステップＳｃ３をスキップす
る。
【００８２】
　次に、ステップＳｃ４～Ｓｃ１０は、割込処理（１）におけるステップＳａ１～Ｓａ７
と同一である。すなわち、ＣＰＵ２０１は、被験者の安静／活動の各状態、および、被験
者の精神的状態を考慮して、適用すべき回帰式を選択し、単位時間あたりの消費カロリー
の値Ｂを算出する。
　値Ｂを算出すると、ＣＰＵ２０１は、ステップＳｃ１１において、レジスタＴＥＭＰか
ら値Ｂを減算して、その減算結果を新たなレジスタＴＥＭＰの値としてセットし、ステッ
プＳｃ１２において、その減算結果たるレジスタＴＥＭＰの値を表示部２０５に告知させ
る。
【００８３】
　そして、ＣＰＵ２０１は、今回、割込処理（３）を実行したことに伴い、レジスタｎの
値を「１」だけインクリメントして、処理を終了する。
　こうして、前回の割込処理（４）が実行されてからはじめて割込処理（３）が実行され
ると、レジスタＴＥＭＰに目標値がセットされ、以後、割込処理（１）が単位時間毎に繰
り返して実行されると、その都度、レジスタＴＥＭＰから消費カロリーが減算されるとと
もに、その減算結果が告知されることとなる。したがって、目標値から割込処理（１）の
実行毎に、当該消費カロリーが減算されていくことになる。
【００８４】
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＜２－７－４：目標値との比較＞
　次に、割込処理（４）について図２４を参照して説明する。なお、割込処理（４）は、
所定期間毎に実行されるものであり、その意味は、割込処理（２）における意味と同一で
ある。
【００８５】
　はじめに、ＣＰＵ２０１は、ステップＳｄ１において、現時点におけるレジスタＴＥＭ
Ｐの値と当該目標値とを比較し、当該目標値に対する達成率Ｇを次式によって算出する。
　　達成率Ｇ＝（目標値－ＴＥＭＰ／目標値）×１００
【００８６】
　引き続き、ステップＳｄ２においてＣＰＵ２０１は、達成率Ｇの数値を表示部２０７に
表示させる。この場合も、図２０や図２１に示すように、数値に基づく表示のほか、図２
２に示すように、達成率Ｇに応じたフェイスチャートを表示しても良い。
　そして、ステップＳｄ３においてＣＰＵ２０１は、今回、割込処理（４）を実行したこ
とに伴い、レジスタｎの値をゼロにクリアし、この直後に実行される割込処理（３）に備
える。
　このような割込処理（３）および（４）を実行することによっても、割込処理（１）お
よび（２）と同様に、所定期間における消費カロリーの目標値に対して、実際に消費され
たカロリーの達成率Ｇを知ることができる。
【００８７】
＜２－７－５：変化率の告知＞
　上述した割込処理（２）（または（４））は、所定期間における消費カロリーの目標値
に対して、実際に消費されたカロリーの達成率Ｇを求めるものであった。ここで、例えば
、所定期間を「１０分」というように比較的短い期間と想定した場合、単位時間あたりの
消費カロリーが、１０分前の値と比べてどの程度変化しているか、すなわち、その間の変
化率が判れば、時間的推移における特性を所望のものとしたり、目標値を達成するには、
どの程度活動しなければならないかを直感的に知ることができる。
【００８８】
　このような変化率は、例えば、割込処理（１）において、ＲＡＭ２０３から所定期間前
に算出された消費カロリーを読み出し、この消費カロリーと、今回、算出した消費カロリ
ーとの変化分を、所定期間に相当する時間で除算することで算出される。そして、算出さ
れた変化率を表示部２０５に告知させれば良い。この場合にも、被験者や医師等の第三者
が、変化率の目標値をＲＡＭ２０３にセットする一方、実際に変化率が算出された場合に
、目標値に対する達成率Ｇを算出して告知する構成としても良い。さらに、算出された変
化率を時系列的にＲＡＭ２０３に記憶するようにしても良い。
【００８９】
＜２－７－６：通信機能＞
　次に、本実施形態にかかる消費カロリー測定装置が、図９に示す外部機器と通信を行な
って各種情報の授受を行なう場合の動作について説明する。
　まず、外部機器と通信を行なう場合、被験者は、図３に示す装置本体３００のＬＥＤお
よびフォトトランジスタを、外部機器の通信窓６０６に対向させる。
　以下については、情報を外部機器に送信する送信機能と、外部機器から情報を受信する
受信機能とに分けて説明する。
【００９０】
＜２－７－６－１：送信機能＞
　装置本体３００のＬＥＤおよびフォトトランジスタを露出させ、外部機器の通信窓６０
６に対向させた状態において、被験者等がスイッチＳｗ２を操作して、送信機能を実行す
るためのモードに設定すると、図２におけるＣＰＵ２０１は、次の情報をＩ／Ｏインター
フェイス２０９、および、外部機器の光インターフェイスを介し、機器本体６００に送信
する。すなわち、ＣＰＵ２０１は、割込処理（１）のステップＳａ８において時系列的に
記憶された単位時間毎の消費カロリー、割込処理（２）のステップＳｂ３において時系列
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的に記憶された所定期間における消費カロリーの積算値、あるいは、時系列的に記憶され
たを消費カロリーの変化率を送信する。この際、体動検出部１０１手段により検出された
体動、体温検出部１０１により検出された体温、および、拍数演算部１１４により演算さ
れた拍数を時系列的にＲＡＭ２０３に記憶しておき、これらを適宜選択して外部機器へ送
信する構成でも良い。なお、このような光通信プロトコルとしては、ＩｒＤＡ（ Infrared
 Data Association）方式などを用いることができる。
【００９１】
　このように、装置本体３００から送信を行なうことで、外部機器では、被験者の消費カ
ロリーがどのように変化しているかを、被験者のみならず、指導者や医師等の第三者が客
観的知ることができるとともに、それらの情報の蓄積や解析などが可能となる。
　また、装置本体３００が送信した情報を、外部機器側で処理することにより、ステップ
Ｓｂ５における消費カロリーの時間的推移の告知や、達成率Ｇの告知を、装置本体３００
側で処理する必要がなくなる。このような構成とすると、装置本体３００側で行なうべき
処理の負担を減らすことができる。
【００９２】
＜２－７－６－２：受信機能＞
　一方、外部機器では、医師等の第三者あるいは被験者自身が消費カロリーの解析するこ
とによって、消費カロリーの所定期間における目標値が設定される。また、消費カロリー
の所定期間における変化率の目標値を設定することとしても良い。
　ここで、装置本体３００のＬＥＤおよびフォトトランジスタを、外部機器の通信窓６０
６に対向させた状態において、被験者等がＳｗ２を操作して、受信機能を実行するための
モードに設定すると、図２におけるＣＰＵ２０１は、外部機器に対してデータ要求を示す
信号を、Ｉ／Ｏインターフェイス２０７、および、外部機器の光インターフェイスを介し
て送信する。これを受けて、外部機器の本体６００は、設定された目標値となる情報を、
外部機器の光インターフェイス、および、Ｉ／Ｏインターフェイス２０７を介して送信す
る。
【００９３】
　一方、装置本体３００側で目標値となる情報が受信されると、ＣＰＵ２０１は、受信し
た情報をＲＡＭ２０３に記憶させて、以後、ステップＳｂ６、Ｓｃ１等における目標値と
してセットする。
　また、目標値を時間的に変化させるように設定することとしても良い。この場合、ステ
ップＳｂ６、Ｓｃ１等における目標値は、その実行時刻に相当するものが用いられる。
【００９４】
　このように本実施形態にかかる消費カロリー測定装置によれば、被験者の安静／活動の
各状態はもちろんのこと、被験者の精神的状態をも考慮して、適用すべき回帰式を選択す
るので、単位時間あたりの消費カロリーを精度良く算出することができる。さらに、被験
者の基礎代謝状態を特定し、それに応じて回帰式を校正し、被験者の月内変動や年内変動
をも考慮するので、消費カロリーをより正確に求めることが可能となる。このため、健康
管理に大いに役立つこととなる。
【００９５】
　くわえて、本実施形態にかかる消費カロリー測定装置によれば、単位時間あたりの消費
カロリーのほか、その所定期間毎の時間的推移や、目標値に対する達成率を知ることがで
きるので、被験者の利便性に供することが可能となる。
【００９６】
＜２－８：深部体温、および、それを処理したものの告知＞
　本実施形態において測定された被験者の深部体温に十分近い体温は、上述したように、
消費カロリーの算出に用いるほか、それ自体、臨床医学の観点において極めて重要な意義
を有する。しかも、本実施形態のように、被験者の携行する装置により体温が測定される
ので、被験者が日常生活において支障をきたすこともない点において従来とは一線を画す
る。
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【００９７】
　そこで、以下、求めた深部体温、および、それに処理を施したものを被験者や第三者な
どに告知する場合について説明する。
　この場合、被験者は、スイッチＳｗ２を押下して体温を測定する機能を選択するととも
に、スイッチＳｗ１を押下して体温測定の開始を指示する。
【００９８】
　すると、図２におけるＣＰＵ２０１は、消費カロリーの算出時と同様に、第１に、スイ
ッチインターフェイス２０４を介して当該スイッチの押下を認識し、第２に、圧力センサ
インターフェイス２１０を介して、圧力センサＰｓ１～Ｐｓ６による脈波信号を順次読み
取ってＲＡＭ２０３に格納し、第３に、都合６個の圧力計測値の中から最大値を選択し、
最大の脈圧が計測された圧力センサを特定する。そして、ＣＰＵ２０１は、以後、この特
定した圧力センサと、それの対となっている温度センサとを用いて計測するように設定す
る。ここで、圧力センサＰｓ１～Ｐｓ６のうち、圧力センサＰｓ３が最大の脈圧を検出し
たものとする。また、このときＣＰＵ２０１は、計測された最大の脈圧の値が所定値を越
えている場合、表示部２０５に対し拍動を検出している旨の告知をするように制御する。
この告知は、例えば「拍動検出中」の文字を表示させても良いし、検出している場合には
「○」を表示すると一方で検出がされていない場合には「×」を表示するようにしても良
い。こうした告知によって、体温測定が正しく実施できていることを被験者に知らせるこ
とが可能となる。
【００９９】
　次に、ＣＰＵ２０１は、時計回路２０８に対して、所定時間間隔で（例えば１０分間お
きに）割り込みを発生するように設定を行なう。その後、割り込みが発生すると、ＣＰＵ
２０１は、温度センサインターフェイス２１１を介し、圧力センサＰｓ３に隣接して配置
された温度センサＴｓ３の温度計測値を、すなわち、深部体温に十分近い体温を示すディ
ジタル信号を取り込む。そして、時計回路２０８から読み取った現在時刻と当該温度計測
値とを組にしてＲＡＭ２０３に格納する。その一方で、ＣＰＵ２０１は、いま測定した温
度計測値を現時点の体温として表示部２０５に表示させる。
【０１００】
　これ以後は、時計回路２０８が割り込みを発生させる毎に、ＣＰＵ２０１は、温度セン
サＴｓ３の温度計測値を表示部２０５に表示させる一方、その温度計測値と測定時点の時
刻とを組にしてＲＡＭ２０３に格納する動作を繰り返し実行する。
【０１０１】
　ここで、被験者は、体温の時間的推移を知りたくなった場合、スイッチＳｗ２を押下し
て、その機能を選択すれば良い。これにより、ＣＰＵ２０１は、現在時刻から逆算して所
定時間分の温度計測値と測定時刻とをＲＡＭ２０３から読み出すとともに、必要があれば
各計測点の間を適当な補間手法を用いて補間して、これらを表示データへ変換して表示部
２０５に送出する。これにより、表示部２０５には、例えば、図３７に示すようなグラフ
が表示されることになる。この図において、グラフの横軸は例えば時間Ｔ［時］であり、
縦軸は体温Ｔ［℃］である。
【０１０２】
　そして、もはや、体温を計測する必要性がなくなった場合に、被験者がスイッチＳｗ１
を再度押下すれば、ＣＰＵ２０１は、時計回路２０８の設定を解除して体温の測定処理を
終了させる。
【０１０３】
　なお、この構成においても、ＲＡＭ２０３に記憶された温度計測値と測定時刻との組を
、図９に示す機器本体６００に送信しても良い。こうすることで、被験者の深部体温がど
のように変化しているかを、被験者のみならず、指導者や医師等の第三者が客観的知るこ
とができるとともに、それらの情報の蓄積や解析などが可能となる。
　また、体温の時間経過の微分した結果を表示する構成としても良い。体温の時間経過の
微分した結果を表示すれば、体調変化の傾向等を知ることができる。
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【０１０４】
　以上のような構成によれば、腕時計などの携帯機器を用いて計測するように装置を構成
するとともに、動脈部の位置を自動的に検出するようにしたため、被験者に負担をかける
ことなしに、深部体温に十分近い体温の計測を連続的に実施することが可能となる。この
ため、健康管理に大いに役立つこととなる。
【０１０５】
　また、測定の精度として、例えば０．１［℃］で実現することにより、体温の連続測定
が可能になるという上記効果と相俟って、被験者自身が体温の周期的変動等を把握できる
ようになる。これは、健康管理を行なうにあたって非常に有用であるとともに、ひいては
、被験者が自己のＱＯＬ（ Quality of Life）のレベルを知り、これをもとに適切な生活
処方を行なってＱＯＬを上げていくことが可能となるのである。
【０１０６】
　くわえて、このようにして測定される体温は、被験者の体表部分で求められるものでは
あるが、上述したように深部体温に十分近い体温と考えられ、外気温や体表面からの発汗
などの影響を受けにくいので、被験者自身の状態を示す有用な指標の一つとして用いるこ
とが考えられる。
【０１０７】
＜２－９：基礎代謝状態の生体情報、および、それを処理したものの告知＞
　本実施形態において特定された基礎代謝状態（に近い状態）での生体情報は、上述した
ように、当該生体の月内変動や年内変動などの基準値というべきものであり、上記深部体
温と同様に、消費カロリー算出に有用であることのみならず、それ自体、極めて重要な意
義を有する。例えば、生体情報の基準値を、月内や年内などのように長期間にわたって測
定すれば、当該生体の常日頃の自然な変動を知ることができ、体調管理や診断などに活用
することが可能となる。しかも、本実施形態によれば、被験者が、日常生活において支障
をきたすこともない。
【０１０８】
　なお、被験者の体温を測定するための温度センサ以外に、任意的構成要素として、外気
温（環境温度）を測定するための温度センサを設ける構成が望ましい。このように環境温
度も測定する理由は、環境温度と体温との差が快適度の指標となり得るからであって、少
なからず、被験者の精神的・肉体的に影響を与えるからであり、ここでいう生体情報の告
知のみならず、先に説明した消費カロリー算出時において適用する回帰式を選択する構成
しても良い。
【０１０９】
　以下、基礎代謝状態での生体情報、および、それに処理を施したものを被験者や第三者
などに告知する場合について説明する。
　まず、本実施形態における生体情報としては、上述した体温、拍数のほか、呼吸数など
が考えられる。体温および拍数の算出方法については、すでに説明しているので、ここで
は、脈波検出部１１１による脈波信号から呼吸数を算出する方法について説明する。
　一般に、心電図において、ある心拍のＲ波と次の心拍のＲ波との時間間隔は、ＲＲ間隔
と呼ばれている。図３８は、心電図における心拍と、この波形から得られるＲＲ間隔とを
図示したものである。同図を見ても判るように、心電図の測定結果の解析からＲＲ間隔が
時間の推移とともに変動している。
【０１１０】
　一方、橈骨動脈部などの末梢部で測定される血圧の変動は、収縮期血圧および拡張期血
圧の一拍毎の変動として定義され、心電図におけるＲＲ間隔の変動と対応している。この
ような血圧変動をスペクトル分析すると、これらの変動は、図３９（ａ）に示すように複
数の周波数の波から構成されていることがわかっている。これらの波は、以下に示す３種
類の変動成分に区分される。
（１）　呼吸に一致した変動であるＨＦ（ High Frequency）成分
（２）　１０秒前後の周期で変動するＬＦ（ Low Frequency）成分
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（３）　測定限界よりも低い周波数で変動するトレンド（ Trend）
【０１１１】
　ここで、呼吸数を得るため、ＣＰＵ２０１は、第１に、脈波検出部１１１による脈波波
形を所定時間（例えば３０～６０秒間）を取り込んで、ＲＡＭ２０３に格納した後、第２
に、取り込んだすべての脈波波形に対してピーク検出処理を実行して、隣接する２つの脈
波ピークの時間間隔、すなわち、ＲＲ間隔を求め、第３に、得られた各ＲＲ間隔を適当な
方法（たとえば３次のスプライン補間方法）により補間し、第４に、補間後の曲線にＦＦ
Ｔ（高速フーリエ変換）処理を施してスペクトル分析する。これにより、図３９（ｂ）に
示すようなスペクトルが得られる。そこで、ＣＰＵ２０１は、このスペクトルにおける極
大値と該極大値に対応する周波数とを求め、高い周波数領域で得られる極大値をＨＦ成分
とするとともに、このＨＦ成分の周波数から呼吸数を求める。例えば、図３９（ａ）およ
び（ｂ）に示す例では、０．２５Ｈｚ付近の周波数がＨＦ成分であるから、１分間（６０
秒）あたりの呼吸数は、０．２５×６０＝１５回として求められる。なお、ＲＲ間隔は脈
拍の周期であるから、ＣＰＵ２０１は、ＲＲ間隔の逆数を拍数として求めることもできる
。
【０１１２】
　次に、基礎代謝状態での生体情報を告知する場合、本実施形態においては、次のモード
においてを想定する。すなわち、拍数、呼吸数および体温の各基準値を測定して記録する
ための「基準値測定モード」と、基準値測定モードで記録した基準値を告知する「基準値
表示モード」と、現在の拍数、呼吸数、体温、および告知する「現在値測定モード」とを
想定する。
【０１１３】
＜２－９－１：基準値測定モードの動作＞
　基準値モードでは、ＣＰＵ２０１は、２－６－１章で説明したように深睡眠期間を特定
すると、拍数のほか、体温、呼吸数を上述した方法により所定時間毎に求めて、これらを
入力時刻に対応付けてＲＡＭ２０３に書き込む。
　そして、ＣＰＵ２０１は、同じく２－６－１章で説明したように鎮静期間を特定すると
、これらの基準値を求めて、日付および入力時刻に対応付けてＲＡＭ２０３に書き込む。
【０１１４】
　したがって、深睡眠期間および鎮静期間が特定されると、ＲＡＭ２０３には、拍数、体
温、呼吸数の基準値、すなわち、被験者が基礎代謝状態（に近い状態）にある場合の生体
情報が格納されることとなる。
　なお、この構成においても、ＲＡＭ２０３において、日付および入力時刻に対応付けら
れた生体情報を、図９に示す機器本体６００に送信しても良い。こうすることで、被験者
の各基準値がどのように変化しているかを、被験者のみならず、指導者や医師等の第三者
が客観的知ることができるとともに、それらの情報の蓄積や解析などが可能となるが、以
下においては、腕時計構造を有する装置本体３００において各種の処理を行なうものとす
る。
【０１１５】
＜２－９－２：基準値表示モードの動作＞
　基準値表示モードにおいては、基準値測定モードで測定された各基準値に関する情報の
告知が、スイッチＳｗ１、Ｓｗ２を介して入力される操作内容に応じて表示部２０５に表
示される。
　例えば、直近の基準値を表示する指示がなされた場合、ＣＰＵ２０１は、現在の日付お
よび測定時刻に基づいて、ＲＡＭ２０３から直近の基準値と測定時近傍環境温度と測定時
刻を読み出し、これらを表示部２０５に表示させる。この場合の表示部２０５による表示
例を図４０に示す。この図に示す例において、領域２０５１ にて示される「４５」は拍数
、「１５」は呼吸数、「３６．３」は体温の基準値をそれぞれ示しており、「２２」は測
定時近傍環境温度、「１２／１７」は測定日付、「４：０８」は測定時刻をそれぞれ示し
ている。これにより、被験者は、直近の測定日（例えば、当日）における鎮静時刻、拍数
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、呼吸数、体温の各基準値、および、各基準値の測定時の近傍環境温度を知ることができ
る。
【０１１６】
　この表示の際、読み出した基準値等に対応付けた上記最大値・最小値がＲＡＭ２０３に
記憶されている場合、ＣＰＵ２０１は、最大値・最小値が対応付けられた基準値（拍数、
呼吸数）を示す数字を点滅表示させる。もちろん、点滅表示以外の手法で告知するように
してもよい。これにより、被験者は、鎮静期間における自己の生体状態が異常であるか否
か、あるいは、深睡眠期間を特定する際に用いたしきい値Ｔが適正であるか否かを判断す
ることができる。
【０１１７】
　さらに、ＣＰＵ２０１は、前日以前の過去の各基準値および測定時近傍環境温度をＲＡ
Ｍ２０３から読み出し、当日までの各基準値および測定時近傍環境温度の時間的推移を示
す変動を表示部２０５に表示させる。図４０に示す例にあっては、これらが領域２０５２

にて折線グラフにて表示されている様子を示す。なお、図において、「○」を結んだグラ
フは拍数の基準値、「□」を結んだグラフは呼吸数の基準値、「△」を結んだグラフは体
温の基準値、「×」を結んだグラフは測定時近傍環境温度の推移をそれぞれ示している。
なお、図における水平方向の時間幅は、被験者が所定の操作を行なうことにより、１週間
、１ヶ月、１年の単位で選択可能である。
　このように、各基準値をグラフ表示することにより、被験者は、自らの生体リズムを推
定することが可能となり、当該リズムからの逸脱を見出すことができる。また、自らの生
体リズムから逸脱した日の生活リズムを検討することにより、生体リズムの逸脱が生じな
いよう生活リズムを調整することも可能となる。
【０１１８】
　なお、スイッチＳｗ１、Ｓｗ２により所定の操作がなされると、ＣＰＵ２０１は、上述
したグラフに替えて、前日以前の直近日に測定された基準値等を、領域２０５１ における
表示配置と同様な配置で領域２０５２ に表示させる。すなわち、当日のデータと前日以前
のデータとが対照表示される。また、対照表示の状態において、所定の操作がなされると
、ＣＰＵ２０１は、領域２０５２ に表示するデータを、前日のデータ、１週間前のデータ
、１ヶ月前のデータ、１年前のデータの順序で循環的に切り換える。ただし、相当する日
のデータが存在しない場合には、当日を除いて相当する日に最も近い日（複数あるときは
いずれか一方）のデータを表示する。これにより、被験者は、基準値等の変動量を正確に
把握することができる。
【０１１９】
＜２－９－３：現在値測定モードの動作＞
　基準値測定モードにおいて、ＣＰＵ２０１は、現時点における拍数、呼吸数、体温、近
傍環境温度を測定し、測定結果を領域２０５１ あるいは２０５２ に表示させる。いずれの
領域に表示するかは、被験者の操作に応じてＣＰＵ２０１が切り換える。ここで、現時点
における各基準値を領域２０５２ に表示させる場合、被験者は、領域２０５１ に表示され
た当日の基準値等と比較することができるので、自己の生体状態について日内変動の程度
を把握することができる。
【０１２０】
　以上説明したように、本実施形態において基礎代謝状態の生体情報を告知すれば、被験
者が自己の基本的な活動量を知ることができる。しかも、腕時計タイプなので日中はもち
ろん、睡眠中にも負担なく装着可能であり、上記基準値を容易に測定できる。また、ＲＡ
Ｍ２０３に過去の基準値等を記録するようにしたので、いつでも基準値を確認することが
できる。
　さらに、測定時の近傍環境温度を各基準値に対応付けて記録・表示するようにしたので
、被験者が両者の関係を把握することが可能となり、習熟すれば、近傍環境温度と体温と
の差（ストレス）の影響を考慮して拍数および呼吸数の測定値（基準値）を参照すること
で鎮静期間における生体の状態を的確に把握することができる。なお、基準値測定モード
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あるいは基準値表示モードにおいて、ＣＰＵ２０１が当該差を求め、基準値表示モードに
おいて基準値等とともに表示し、被験者にかかる負担を軽減するようにしてもよい。
【０１２１】
　なお、得られた各基準値を、活動量の基準データとして使用し、一日における体調管理
を行なうようにしてもよい。例えば、図４２に示すように、心拍数（脈拍数）は環境温度
が上がるにつれて上昇するが、その上昇幅に個人差はほとんどない。したがって、活動量
の基準データとその測定時の環境温度とさえ得られれば、任意の環境温度における理想的
な拍数を特定することができる。そして、理想的な拍数と実際の拍数とを比較すれば、体
調の良否を判断できるが、活動量の基準データは経日変動するので、固定値と仮定して体
調の良否を判断すると、判断結果に誤りが生じる危惧がある。そこで、本実施形態によっ
て得られた拍数の基準値（および測定時近傍環境温度）を活動量の基準データとして使用
すれば、基準データの経日変動を加味して体調の良否を正確に判断することができる。
　なお、同様なことが、負荷を変動させた場合において拍数を監視して体調の良否を判定
する場合にもあてはまる。
【０１２２】
＜３：実施形態の応用例、変形例＞
　なお、上述した実施形態については、次のような応用例や変形例などが可能である。
【０１２３】
＜３－１：構成についての応用例、変形例＞
　上述した実施形態にあっては、検出された拍数や体動の有無などにより直ちに消費カロ
リーを算出する構成としたが、これら拍数や体動の有無などの情報を、時系列にＲＡＭ２
０３に記憶することとし、後日、これらの情報を読み出して、消費カロリーを算出する構
成としても良い。また、これらの情報を外部機器に転送して、外部機器側で消費カロリー
を算出する構成としても良い。いずれにしても、消費カロリーは、ＲＡＭから読み出した
拍数や体動の有無を、図１に示す構成によって算出されることとなる。
【０１２４】
　また、上述した実施形態にあっては、適用する回帰式が安静時のものと活動時のものと
の２つであったが、本発明はこれに限られず、図１０（ａ）に示す曲線特性を３つ以上の
回帰式で近似するとともに、体温、体動、拍数に応じて適用すべき回帰式を選択する構成
であっても良い。また、直線回帰式に限られず、指数関数やｎ次関数などの回帰式で近似
する構成、さらに、これらを複数用いる構成であっても良い。
【０１２５】
　さらに、上記実施形態では、圧力センサおよび温度センサを６組設けるようにして、最
大脈圧が計測される部位を選択し、当該部位の体温を計測するようにしたが、これはあく
までも一例であり、センサの組を増減しても良いのは勿論である。極端には、図２５に示
すように圧力センサと温度センサとをそれぞれ１つだけ用いて装置を構成しても良い。こ
の構成においては、図に示すように、バンド３０１に止め具３０２が摺動自在に取り付け
られ、ここに、１組の圧力センサＰｓおよび温度センサＴｓが一体に設けられる。
　そして、使用時においては、図２６に示すように、装置本体３００が被験者の左腕に巻
回され、止め具３０２に設けられる圧力センサＰｓおよび温度センサＴｓ（この図では、
表皮側に位置するため見えない）が橈骨動脈ＴＭの近傍に位置するように、試行錯誤的に
止め具３０２を移動させて、最大の脈圧が得られる位置に固定すれば良い。
　一方、センサの組を増やせば、圧力の測定範囲を広げるとともに、配置されるセンサの
密度を高めることができて、より正確な体温測定が可能となる。
【０１２６】
　また、上述した実施形態にあって、圧力センサＰｓを用いたのは、脈波波形を得るのは
もちろんではあるが、どちらかと言えば、深部体温を測定するためである。すなわち、動
脈に近い位置を特定し、その位置での温度を測定する必要があったからである。
　したがって、脈波波形については、圧力センサＰｓ以外を用いて検出する構成としても
良い。例えば、脈波波形を、図２７（ａ）に示す脈波検出部１１１によって検出する構成
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が考えられる。この図において、脈波検出部１１１は、青色ＬＥＤと受光部とから構成さ
れるセンサ部３２０を有し、センサ固定用バンド３２１によって遮光されて、図２７（ｂ
）に示すように、被験者の左手人指し指の根元から第２指関節までの間に装着されている
。そして、脈波検出部１１１は、青色ＬＥＤから光を照射するとともに、その光のうち、
毛細血管中のヘモグロビンによって反射したものを受光部により受光し、この受光による
出力を脈波信号として、ケーブル５０１を介して装置本体３００に供給する。
【０１２７】
　このような脈波検出部１１１を用いる場合、装置本体３００における６時の方向には、
コネクタ部３０３が設けられる。このコネクタ部３０３には、ケーブル５０１の端部に設
けられたコネクタピース３０４は着脱自在となっており、通常の腕時計として使用する場
合には、脈波検出部１１１を装着しないでも済むようになっている。
【０１２８】
　なお、脈波検出部１１１を構成する青色ＬＥＤとしては、ＩｎＧａＮ系（インジウム－
ガリウム－窒素系）が好適である。青色ＬＥＤの発光スペクトルは、例えば４５０ｎｍに
発光ピークを有し、その発光波長域は、３５０ｎｍから６００ｎｍまでの範囲にある。こ
の場合には、かかる発光特性を有するＬＥＤに対応させて受光部として、ＧａＡｓＰ系（
ガリウム－砒素－リン系）のフォトトランジスタを用いればよい。このフォトトランジス
タの受光波長領域は、例えば、主要感度領域が３００ｎｍから６００ｎｍまでの範囲にあ
って、３００ｎｍ以下にも感度領域がある。このような青色ＬＥＤとフォトトランジスタ
とを組み合わせると、その重なり領域である３００ｎｍから６００ｎｍまでの波長領域に
おいて、脈波が検出される。
【０１２９】
　ここで、外光に含まれる光のうち、波長領域が７００ｎｍ以下の光は、指の組織を透過
しにくい傾向があるため、外光がセンサ固定用バンド３２１で覆われていない指の部分に
照射されても、指の組織を介してフォトトランジスタまで到達せず、検出に影響を与えな
い波長領域の光のみがフォトトランジスタに達する。一方、３００ｎｍより低波長領域の
光は、皮膚表面でほとんど吸収されるので、受光波長領域を７００ｎｍ以下としても、実
質的な受光波長領域は、３００ｎｍ～７００ｎｍとなる。
【０１３０】
　したがって、指を大掛かりに覆わなくとも、外光の影響を抑圧することができる。また
、血液中のヘモグロビンは、波長が３００ｎｍから７００ｎｍまでの光に対する吸光係数
が大きく、波長が８８０ｎｍの光に対する吸光係数に比して数倍～約１００倍以上大きい
。このため、例のように、ヘモグロビンの吸光特性に合わせて、吸光特性が大きい波長領
域（３００ｎｍから７００ｎｍ）の光を検出光として用いると、その検出値は、血量変化
に応じて感度よく変化するので、血量変化に基づく脈波波形のＳ／Ｎ比を高めることがで
きる。
【０１３１】
　また、体動検出部１０１等を設けずに、脈波検出部１１１によって検出された脈波波形
に基づいて体動の強度を取得するようにしてもよい。これについて説明すると、図４１は
、被験者が一定のストロークで腕を振った場合の脈波波形の周波数スペクトラムの一例を
示す図である。この図において、Ｓ１は体動（ストローク）の基本波、Ｓ２は体動の第２
高調波であり、Ｍ１は血液脈動の基本波である。この図から明らかなように、脈波波形に
ＦＦＴ処理等の周波数解析処理を施すと、その解析結果から、体動に伴う周波数成分（体
動成分）と拍動に伴う周波数成分（脈波成分）とが得られる。したがって、周波数解析結
果について、脈波成分以外の周波数成分を体動成分とし、この体動成分のレベルを調べる
ことにより、体動の強度を取得することができる。すなわち、体動検出部１０１等を使用
せずとも、被験者の体動しているか否かを判別する手段を実現することができる。もちろ
ん、体動成分のレベルが検出可能であれば、ＦＦＴ以外の周波数解析手法を採用すること
も可能である。
【０１３２】
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　さらに、本実施形態では、加速度のレベルがしきい値Ｔ以下の深睡眠期間において拍数
、呼吸数、体温、近傍環境温度を測定するようにしたが、深睡眠期間や鎮静期間に拘わら
ず、拍数、呼吸数、体温、近傍環境温度、および、加速度を測定し、測定期間終了後に、
深睡眠期間および鎮静期間を順に求めるようにしてもよい。
【０１３３】
　くわえて、上述した実施形態において測定部位に関しては、橈骨動脈部の近傍としたが
、これらの部位に限られるものではなく、本発明では、後述する頚動脈のほか、表皮にお
いて動脈が近い位置での拍動を検出することが可能な部位であればどのような部位であっ
ても良い。このような部位としては、上述した橈骨部や頚部の他に、図３１に示すような
上腕動脈部や股関節部などが考えられる。より具体的には、側頭動脈、内頚動脈、腕動脈
、大腿動脈、後頚骨動脈、足背動脈などが考えられる。そして、圧力センサＰｓおよび温
度センサＴｓをこれらの部位へ粘着テープで貼り付けたり、バンド、サポータなどで巻き
付けて固定させる。
【０１３４】
＜３－２：ウェーブレット変換による拍数の算出＞
　また、上述した実施形態にあっては、脈波信号をＦＦＴ変換して拍数を求める構成であ
ったが、本発明は、これに限られない。例えば、脈波信号をウェーブレット変換した解析
結果、すなわち、各周波数領域毎の脈波データを用いることも可能である。
　そこで以下、圧力センサやフォトトランジスタなどにより得られた脈波信号をウェーブ
レット変換し、その解析結果から拍数を求める構成について説明する。この構成は、図１
におけるＦＦＴ処理部１１３を、図２８に示す構成に置換することで実現される。
【０１３５】
　図２８において、ウェーブレット変換部７００は、脈波検出部１１１から出力される脈
波信号ＭＨに対して周知のウェーブレット変換を施して、脈波解析データＭＫＤを生成す
るものである。
　一般に、信号を時間と周波数との両面から同時に捉える時間周波数解析において、ウェ
ーブレットは信号の部分を切り出す単位となる。ウェーブレット変換は、この単位で切り
出した信号各部の大きさを表している。そこで、ウェーブレット変換を定義するために基
底関数として、時間的にも周波数的にも局在化した関数ψ（ｘ）をマザー・ウェーブレッ
トとして導入する。ここで、関数ｆ（ｘ）のマザー・ウェーブレットψ（ｘ）によるウェ
ーブレット変換は次式のように定義される。
【０１３６】
【数１】
　
　
　
【０１３７】
　式（１）においてｂは、マザー・ウェーブレットψ（ｘ）をトランスレート（平行移動
）する際に用いるパラメータであり、一方、ａはスケール（伸縮）する際のパラメータで
ある。したがって、式（１）においてウェーブレットψ（（ｘ－ｂ）／ａ）は、マザー・
ウェーブレットψ（ｘ）をｂだけ平行移動し、ａだけ伸縮したものである。この場合、ス
ケールパラメータａに対応してマザー・ウェーブレットψ（ｘ）の幅は伸長されるので、
１／ａは周波数に対応するものとなる。
【０１３８】
　次に、周波数補正部８００は、脈波解析データＭＫＤに対して周波数補正を行なうもの
である。上記式（１）には、周波数に対応する「１／ａ１ ／ ２ 」の項があるが、異なる周
波数領域間でデータを比較する場合には、この項の影響を補正する必要がある。周波数補
正部８００は、このために設けられたものであり、ウェーブレットデータＷＤに係数ａ１

／ ２ を乗算して、脈波補正データＭＫＤ’を生成する。これにより、周波数当たりのパワ
ー密度が、対応する各周波数に基づいて一定になるように補正されることとなる。
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【０１３９】
　次に、ウェーブレット変換部７００の詳細な構成について説明する。図２９は、ウェー
ブレット変換部７００のブロック図である。
　この図において、ウェーブレット変換部７００は、上記式（１）の演算処理を行なうも
のであり、次の要素から構成される。すなわち、ウェーブレット変換部７００は、マザー
・ウェーブレットψ（ｘ）を記憶する基底関数記憶部Ｗ１、スケールパラメータａを変換
するスケール変換部Ｗ２、バッファメモリＷ３、トランスレートを行なう平行移動部Ｗ４
および乗算部Ｗ５からなる。なお、基底関数記憶部Ｗ１に記憶するマザー・ウェーブレッ
トψ（ｘ）としては、ガボールウェーブレットの他、メキシカンハット、Ｈａａｒウェー
ブレット、Ｍｅｙｅｒウェーブレット、Ｓｈａｎｎｏｎウェーブレット等が適用できる。
【０１４０】
　まず、基底関数記憶部Ｗ１から読み出されたマザー・ウェーブレットψ（ｘ）に対して
、スケール変換部Ｗ２は、スケールパラメータａの変換を行なう。ここで、スケールパラ
メータａは周期に対応するものであるから、ａが大きくなると、マザー・ウェーブレット
ψ（ｘ）は時間軸上で伸長される。この場合、基底関数記憶部Ｗ１に記憶されるマザー・
ウェーブレットψ（ｘ）のデータ量は一定であるので、ａが大きくなると単位時間当たり
のデータ量が減少してしまう。スケール変換部Ｗ２は、これを補うように補間処理を行な
うとともに、ａが小さくなると間引き処理を行なって、関数ψ（ｘ／ａ）を生成する。ス
ケール変換部Ｗ２により処理されたデータは、バッファメモリＷ３に一旦格納される。
【０１４１】
　次に、平行移動部Ｗ４は、バッファメモリＷ３からトランスレートパラメータｂに応じ
たタイミングで関数ψ（ｘ／ａ）を読み出すことにより、関数ψ（ｘ／ａ）の平行移動を
行なって、関数ψ（ｘ－ｂ／ａ）を生成する。
　乗算部Ｗ５は、変数１／ａ１ ／ ２ 、関数ψ（ｘ－ｂ／ａ）、および、Ａ／Ｄ変換された
脈波信号を乗算することによって、脈波解析データＭＫＤを生成する。これによって、脈
波信号がウェーブレット変換されることとなる。この例において、脈波解析データＭＫＤ
は、０Ｈｚ～０．５Ｈｚ、０．５Ｈｚ～１．０Ｈｚ、１．０Ｈｚ～１．５Ｈｚ、１．５Ｈ
ｚ～２．０Ｈｚ、２．０Ｈｚ～２．５Ｈｚ、２．５Ｈｚ～３．０Ｈｚ、３．０Ｈｚ～３．
５Ｈｚ、３．５Ｈｚ～４．０Ｈｚといった８つの周波数領域に分割されて出力される。
【０１４２】
　この脈波解析データＭＫＤには、周波数補正部８００による補正が施されて、脈波補正
データＭＫＤ’として図１における拍数演算部１１４に供給される。
　なお、処理サイクルは、通常想定される拍数よりも十分高いもの、例えば、拍数の８倍
の間隔で処理するものとする。この場合、１回の心拍で生成される脈波補正データＭＫＤ
’は、図３０（ｂ）に示すようにデータＭ 11～Ｍ 88となる。
【０１４３】
　次に、これらの脈波補正データＭＫＤ’からいかにして拍数演算部１１４が拍数を求め
るかについて説明する。ここで、一般的な脈波波形の一拍分についてみると、図３０（ａ
）に示すように、１拍毎に急峻に立ち上がる点に注目する。このため、立ち上がり部分に
おいては、高域周波数成分を示すデータが大きくなる。したがって、拍数演算部１１４は
、第１に、高域周波数成分の変動部分を特定し、第３に、この部分の間隔、すなわち、拍
の間隔を求め、第３に、この間隔の逆数を拍数として算出することが可能となる。
　例えば、脈波補正データＭＫＤ’が、図３０（ｃ）に示すような値であれば、立ち上が
り部分に相当するデータＭ 18の値が「１０」というように、他のデータの値よりも大きく
なる。そして、このような値が次に検出されるまでの時間から拍の間隔が判り、この逆数
を算出することにより拍数が求められるのである。
【０１４４】
＜３－３：形態についての他の例＞
　上述した実施形態にあっては、消費カロリー測定装置の形態が腕時計構造であったが、
本発明はこれに限られない。そこで、本発明にかかる消費カロリー測定装置の形態につい
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ていくつか例を挙げて説明する。
【０１４５】
＜３－３－１：ネックレス型＞
　例えば、本発明にかかる消費カロリー測定装置を、図３２に示すようなネックレスとす
ることが考えられる。
　この図において、圧力センサＰｓおよび温度センサＴｓはケーブル３１の先端に設けら
れており、例えば、図３３に示すように、粘着テープ３９などを用いて頚動脈部に取り付
けられる。また、図３２において、中空部を有するブローチのような形状をしたケース３
２には、この装置の主要部分が組み込まれているとともに、その前面には上述した表示部
２０５、スイッチＳｗ１、スイッチＳｗ２が設けられている。なお、ケーブル３１はその
一部が鎖３３に埋め込まれており、圧力センサＰｓおよび温度センサＴｓを、ケース３２
に内蔵された圧力センサインターフェイス２１０および温度センサインターフェイス２１
１へ電気的に接続している。
【０１４６】
＜３－３－２：眼鏡型＞
　他方、腕時計以外の形態例として、図３４に示すような眼鏡と組み合わせることが考え
られる。
　この形態における装置本体は、同図に示すように、ケース４１ａとケース４１ｂとに分
かれ、それぞれ別々に眼鏡の蔓４２に取り付けられ、蔓４２内部に埋め込まれたリード線
を介して互いに電気的に接続される。ケース４１ａのレンズ４３側の側面にはその全面に
液晶パネル４４が取り付けられるとともに、該側面の一端には鏡４５が所定の角度で固定
される。また、ケース４１ａには光源（図示略）を含む液晶パネル４４の駆動回路と、表
示データを作成するための回路が組み込まれており、これらは、図２あるいは図３におけ
る表示部２０５を構成する。この光源から発射された光は、液晶パネル４４を介して鏡４
５で反射されて、レンズ４３に投射される。また、ケース４１ｂには装置の主要部が組み
込まれており、その上面には上述したスイッチＳｗ１、Ｓｗ２が設けられている。
【０１４７】
　一方、圧力センサＰｓおよび温度センサＴｓは、ケーブル３１を介して、ケース４１ｂ
に内蔵された圧力センサインターフェイス２１０および温度センサインターフェイス２１
１と電気的に接続されており、ネックレスの場合と同様に頚動脈部に貼り付けられる。な
お、ケース４１ａとケース４１ｂを接続するリード線は蔓４２に沿って這わせるようにし
ても良い。また、この例では装置本体をケース４１ａとケース４１ｂの２つに分ける構成
としたが、これらを一体化したケースで構成しても良い。さらに、鏡４５については、液
晶パネル４４と鏡４５との角度を調整できるように可動式としても良い。
【０１４８】
＜３－３－３：カード型＞
　また、他の形態例として、図３５に示すようなカード型が考えられる。このカード型装
置は、例えば、被験者の左胸ポケットに収容されるものである。圧力センサＰｓおよび温
度センサＴｓは、ケーブル３１を介して、ケースに内蔵された圧力センサインターフェイ
ス２１０および温度センサインターフェイス２１１と電気的に接続されており、ネックレ
スや眼鏡の場合と同様に、被験者の頚動脈部に貼り付けられる。
【０１４９】
＜３－３－４：万歩計型＞
　さらに、他の形態例として、図３６（ａ）に示すような万歩計（登録商標）型が考えら
れる。この万歩計の装置本体は、同図（ｂ）に示すように、被験者の腰ベルト５１に取り
付けられるものである。圧力センサＰｓおよび温度センサＴｓは、ケーブル３１を介して
、ケースに内蔵された圧力センサインターフェイス２１０および温度センサインターフェ
イス２１１と電気的に接続されており、粘着テープによって、被験者の股関節部において
大腿動脈部に固定され、さらに、サポータ５２によって保護されている。この際、ケーブ
ル３１については、被験者の日常生活に支障をきたさないように、衣服に縫い込むなどの
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対策を施すのが望ましい。
【０１５０】
＜３－４：表示や告知などの態様＞
　なお、上述した実施形態にあっては、算出結果をいずれも表示部２０５により表示する
構成としたが、本発明はこれに限られない。すなわち、視覚に頼った表示に限られず、種
々の態様により告知可能である。その意味で本発明における告知とは、五感に訴えるもの
を意味する。例えば、算出された消費カロリーや達成率Ｇ、変化率を音声合成による聴覚
に訴えて告知する構成としても良いし、また、振動などによる触覚に訴えて告知する構成
としても良い。
【図面の簡単な説明】
【０１５１】
【図１】本発明の実施形態にかかる消費カロリー測定装置の機能構成を示すブロック図で
ある。
【図２】同装置の電気的構成を示すブロック図である。
【図３】（ａ）は、同装置の外観構成を示す底面図であり、（ｂ）はその平面図である。
【図４】（ａ）は、同装置かかる圧力センサおよび温度センサの構造を示す部分断面の斜
視図であり、（ｂ）はその部分断面の斜視透視図である。
【図５】同圧力センサにおける弾性ゴムと半導体基板との接合部を部分拡大した断面図で
ある。
【図６】同圧力センサにバイアス回路を付加した構成を示すブロック図である。
【図７】圧力センサおよび温度センサの他の構造例を示す部分断面の斜視透視図である。
【図８】同圧力センサによる脈波検出の原理を説明するための要部断面図である。
【図９】同装置と各種情報の授受を行なう外部機器の構成を示す図である。
【図１０】（ａ）は、同装置において消費カロリーの算出で用いる安静時および活動時の
回帰式を示す図であり、（ｂ）は、同装置における回帰式の校正を説明するための図であ
る。
【図１１】（ａ）～（ｄ）は、それぞれ春夏秋冬において、複数の者により直腸温の一日
の変動を示すグラフである。
【図１２】年齢および性別毎に決められた単位体表面積当たりの基礎代謝基準値を示した
図である。
【図１３】本実施形態おける体温測定の実験の測定部位の外観を示す図である。
【図１４】（ａ）は、同実験における測定点の位置と各測定点における温度測定の実験結
果を示す図であって、乾燥時における図であり、（ｂ）は、同じく水濡れ後における図で
ある。
【図１５】人体の広域循環系を説明するための図である。
【図１６】人体の微少循環系において動脈と静脈との分岐の様子を示した図である。
【図１７】同装置において実行される割込処理（１）を示すフローチャートである。
【図１８】同装置において実行される割込処理（２）を示すフローチャートである。
【図１９】同装置における表示部の一例を示す図である。
【図２０】同装置における表示部の一例を示す図である。
【図２１】同装置における表示部の一例を示す図である。
【図２２】同装置における表示部の一例を示す図である。
【図２３】同装置において実行される割込処理（３）を示すフローチャートである。
【図２４】同装置において実行される割込処理（４）を示すフローチャートである。
【図２５】（ａ）は、同装置の別態様にかかる外観構成を底面図であり、（ｂ）はその平
面図である。
【図２６】別態様にかかる装置の装着状態を示す図である。
【図２７】（ａ）は、脈波検出部の別態様にかかる構成を側端面図であり、（ｂ）はその
装着状態を示す図である。
【図２８】脈波信号に対しウェーブレット変換を実行するための構成を示すブロック図で
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ある。
【図２９】ウェーブレット変換部の構成を示すブロック図である。
【図３０】（ａ）は、一般的な脈波波形の１拍分を示す図であり、（ｂ）は、その脈波補
正データを示す図表であり、（ｃ）は、その具体的数値を示す一例である。
【図３１】圧力センサおよび温度センサが取り付けられる上腕部および股関節部の各部位
を説明するための図である。
【図３２】同装置をネックレス型とした場合の外観構成を示す図である。
【図３３】圧力センサおよび温度センサを頚動脈部に取り付けた様子を説明する図である
。
【図３４】同装置を眼鏡型とした場合の外観構成を示す図である。
【図３５】同装置をポケットカードとした場合の外観構成を示す図である。
【図３６】（ａ）は、同装置を万歩計型とした場合の外観構成を示す図であり、（ｂ）は
、それが取り付けられた状態を示す図である。
【図３７】同装置により、被験者の深部体温の時間的推移を示す場合における表示部の一
例を示す図である。
【図３８】心電図における心拍波形と、この波形から得られるＲＲ間隔との関係を示す図
である。
【図３９】（ａ）は、血圧変動を構成する波を示す図であり、（ｂ）は、血圧変動のスペ
クトル分析結果を示す図である。
【図４０】同装置における表示部の一例を示す図である。
【図４１】脈波波形のスペクトラム分析結果を示す図である。
【図４２】環境温度の変化に対する心拍数の変化を示す図である。
【符号の説明】
【０１５２】
　１０１…体動検出部、１１１…脈波検出部、１２１…体温検出部、１３１…基礎代謝状
態特定部、１６４…告知部、２０１…ＣＰＵ、２０３…ＲＡＭ、２０５…表示部、２０６
…アラーム部、２０７…Ｉ／Ｏ　Ｉ／Ｆ、２０８…時計回路
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】 【 図 １ ４ 】
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【 図 １ ５ 】 【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】

【 図 １ ８ 】

【 図 １ ９ 】

【 図 ２ ０ 】

【 図 ２ １ 】
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